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HIV感染症診療の医療体制整備には、医療・医療福祉従事者をはじめとする国民への

正しい疾病知識の普及啓発及び人材育成・維持を目的とした研修を継続的に行うこと

が必要である。同時に、血友病薬害被害の歴史経緯と薬害被害者救済医療の意義につ

いても継承していくことが重要である。医療体制班では分担研究者を中心に積極的に

様々な研修が行われてきた。そこで、全国の診療状況の把握と定期受診者数や医療資

源が異なる地域でどのような研修が行われているか検討した。拠点病院に定期通院中

のHIV感染者及び患者の地域・施設間格差は非常に大きく、診療経験が少ない拠点病

院が多いこともあり、研修は地域の医療・福祉従事者を対象とした知識普及・啓発を

目的とするものが大半を占めた。我が国では質の高い抗HIV療法が行われていること

は明らかになったが、今後はその現状を正しく広く国民に普及啓発する研修機会の充

実を図るとともに、定期通院者数の多い拠点病院はHIV感染症/エイズの診療経験を提

供する場として人材育成とその維持に関わることが求められる。

研究要旨

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究

3

A．研究目的

医療体制整備には、拠点病院の指定に加え、そこ

で診療に従事する①人材を育成し、②育成した人材

が従事できる診療現場の維持をはかり、③診療技術

の維持に務めることが必要である。また、抗HIV療

法の進歩による生命予後の改善により重要度を増し

た長期療養環境整備に対しては、社会が正しい疾病

知識を有するための積極的啓発が必要となる。

ブロック拠点病院の役割は、診療、研究、啓発、

研修であり、医療体制整備に対し啓発と研修の重要

度は高い。それゆえに、これまで医療体制班では各

ブロックや職種毎に人材育成や啓発を目的とし多種

多様な研修が行われてきた。感染後も制御可能な慢

性感染性炎症性疾患としての疾病の性格が固まって

来た現在、全国で展開されている研修の対象と内容

を検証し、今後の研修のあり方を検討することは重

要である。

そこで、本年度は、全国の拠点病院のHIV感染者

及び患者（以下HIV陽性者）の受診状況と各職種の

従事状況に加え、重点課題である歯科及び透析領域

の対応状況を調査した。また、各ブロックや職種毎

の研修の実施状況を調査し課題の抽出を試みた。

B．研究方法

全拠点病院に対し自治体を介して調査票を郵送し

以下の項目について回答を得た。調査項目を以下に

示す。

① 2011年〜2015年の年次別新規受診者数

a) 新規受診者の総数、b) a)のうち自院受診時に

未治療だった数、c) b)のうちエイズ発症者数、

d) b)のうちCD4 200/mL未満の数

② 2015年末時点での定期通院者数と地域、施設毎

の状況

③ チーム医療加算算定の有無 

④ 歯科診療の対応状況

⑤ 透析導入と維持透析への対応状況

⑥ 実施した研修

医療ネットワーク（各ブロック、首都圏及びACC

の分担研究者）はHIV養成者の発生・受診動向と地

域の研修ニーズ、包括ネットワーク（チーム医療を

構成する各医療職の分担研究者）は職種、所属組織

及び診療分野における研修ニーズについて検討し

た。各分担研究者によって、研修・教育の対象およ

び機会設定の目的や研修・実習に用いた資材、実施

実績及び研修・教育の効果及び研修・教育効果の評

価方法と課題等について考察する。

（倫理面への配慮）

本研究班の研究活動においても患者個人のプライ

バシーの保護、人権擁護に関しては最優先される。

本研究班における臨床研究によっては、ヒトゲノ

ム・遺伝子解析研究に関する倫理審査、疫学研究に

関する倫理審査、臨床研究に関する倫理審査を当該

施設において適宜受けてこれを実施する。
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C．研究結果

47都道府県の担当者を介して全383施設に調査票

を送付し、377施設から返答を得た。

2011年〜2015年の年次別新規受診者数（図1）

383施設中2011年から2015年までの未治療HIV感

染者/エイズ患者の年次推移で、調査対象としたaか

らd全ての項目の結果の報告があったのは277施設

であった。

新規受診者の総数は自院受診時に未治療だった数

を上回っていた。未治療者の総数と動向は発生届に

基づくエイズ動向委員会の新規感染者及び患者の数

と動向にほぼ一致した。また、CD4数が 200/mL未

満であった拠点病院の新規未治療受診者はエイズ患

者を上回っていた。

2015年末時点での定期通院者数と地域、施設毎の状況

（図2、図3）

377施設中356施設で定期通院者数の回答があっ

た。定期通院者数0人の86施設を除く270施設の定

期通院者数の合計は21,228人であった。

各ブロックの定期通院者数を図2に示す。関東・

甲信越、近畿、東海の順で定期通院者数が多かっ

た。これらのブロックに80%以上のHIV陽性者が定

期通院していることが明らかになった。

各施設の定期受診者数を 10 人ごとの区間に分

け、それぞれの区間に属する各施設数を図 3 に示

す。定期通院者数1,000人以上は5施設、200人以上

は17施設、100人以上は42施設であった。

チーム医療加算算定の有無（図4）

383施設から拠点廃止の愛媛労災病院、チーム医

療加算に関する回答がなかった3施設（定期受診者

数231名）の合計4施設（全て拠点）をのぞいた379

施設で検討。検討施設の定期受診者総数は21,228人

から3施設231名をのぞいた20,997人であった。

チーム医療加算算定施設は 379 施設中 64 施設

（16.9%）で、ACC、ブロック拠点及び中核拠点病

院 68 施設での算定施設は 29 施設（42.6%）であっ

た。チーム医療加算算定64施設の定期通院者数は

15,319人（73.0%）であった。

歯科診療の対応状況（図5）

拠点病院で歯科診療科を有するのは 382 施設中

288施設であった。そのうち、222施設はHIV陽性

者の歯科処置が可能であった。診療不可とした41施

設中、口腔外科に特化して歯科診療を行なっていな

い施設以外の対応不可の理由が現在調査中である。
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図1
拠点病院における未治療初診HIV感染者/患者数、エイズ患者数
及びCD4数200/mL未満の人数の年次推移
2011年から2015年の新規未治療HIV感染者/患者数、エイズ発
症者数及びCD4陽性Tリンパ球数が200/mL未満の人数に欠損
値のない277施設の結果を示す。エイズ動向委員会の報告者数
と拠点病院の未治療初診患者数と年次推移に大きな差はない。
また、エイズ発症率もほぼ同等である。拠点病院新規受診者に
占めるCD4陽性Tリンパ球数が200/mL未満の者の割合は動向
委員会及び拠点病院のエイズ発症率を上回る。
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図2　ブロック別定期通院者数
定期通院者数の回答があった356施設中、一人以上の定期受診
者数の報告があった270施設の定期通院者数をブロック別に示
す。ブロック間で定期通院者数に大きな差がある。また、ブロ
ック内の自治体間でも定期通院者数の差異が大きい（データ未
提示）。
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図3　拠点病院の定期通院者数の分布
2015年末時点の定期通院者数を10人ごとに区分けし、該当す
る施設数を示すヒストグラム。調査票の返却がなかった施設及
び定期受診者数の回答がなかった施設を除く356施設での検討
結果を示す。定期受診者数0人の施設は86施設。定期通院者数
が200人以上は17施設でそのうち1000人以上の定期通院者が
いるのは5施設であった。



透析導入と維持透析への対応状況（図6）

透析導入の可否については回答のあった333施設

中、216施設で可能であった。216施設中、導入可

能な腎代替療法の種類については171施設から回答

があり、血液透析は151施設、腹膜透析は85施設、

移植は3施設（重複含む）という内訳であった。

維持透析に関しては回答のあった 332 施設中、

135施設が実施していた。

実施した研修

各分担研究者によって実施された研修を表にして

示す（巻末P97〜）。各ブロックでの研修の実施状

況等を、分担研究者からの報告として以降にまとめ

た。

D．考察

今回、全国のエイズ診療拠点病院の調査から定期

通院中のHIV陽性者数は地域及び施設間差が非常に

大きいことが明らかになった。施設ごとの定期通院

者数の結果と及び近年抗HIV療法が開始されたHIV

陽性者のほとんどが3ヶ月に1度の通院頻度である

ことを考えると、チーム医療加算算定医療機関は限

られることが予想されたが、実際にブロック拠点や

中核拠点病院でも配置されていない施設が半数以下

であった。要因は専従看護師の配置が困難なことが

もっとも大きいと思われる。しかしながら我が国に

おいては非加算医療機関でも加算施設と同等の質の

高い抗HIV療法が行われており、診療現場の実態に

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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図4　拠点病院におけるチーム医療加算算定状況
回答のあった379施設、定期通院者20,997人について検討した。(a)拠点病院を機能別に分類し、チーム医療加算の算定状況を調べ
た。(b)算定施設の割合と拠点病院の機能別内訳及びチーム医療加算算定施設が診療を担当している通院者の割合を示す。チーム医療加
算算定施設は検討した379施設中64施設（42.6%）で、その定期通院者数は15,319人（73.0%）であった。全国で高いレベルで抗HIV
療法が導入・継続されているが、58.4%の施設では主に定期通院者数に関連して専従看護師が配置できないためにチーム医療加算が算
定できないと推測される。
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図5　拠点病院における歯科診療状況
拠点病院における歯科診療の状況を示す。歯科診療科を有する
288施設中対応不可と回答したのは41施設であった。
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図6　拠点病院における腎代替療法への対応状況
回答があった333施設の結果を示す。216施設で血液、腹膜及
び移植のうち何らかの腎代替療法の導入が可能であった。ま
た、急性期病院が占める割合の高い拠点病院にあって、維持透
析が実施可能な施設が135箇所あった（ただしHIV感染者/エイ
ズ患者に対応可能とは限らない）。



医療ネットワーク報告
各ブロックの取組み
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沿った加算要件の検討が行われることが望ましい。

研修については、施設の定期通院者数、地域の定

期通院者数、地域の医療・福祉状況に基づき、地域

に正しい知識の普及をはかるとともに必要な人材育

成を図るものでなければならない。また、育成した

人材がそのスキルを維持するための場を提供するこ

とも重要である。

現在、全国で行われている研修は知識普及を目的

とした座学形式のものが多い。これからの課題であ

るHIV陽性者の長期療養環境整備には何よりも社会

に対して正しい知識普及を図ることが重要であり、

現在は主に地域の医療・福祉従事者を対象とした研

修が実施されていると考えられる。また、今年度、

「血友病薬害被害者手帳」が作成されたことを契機

に、全国で研修機会を利用した薬害の歴史経緯の継

承及び被害患者の救済医療の意義と実際について周

知が行われた。

人材育成に医療体制班の分担研究者がはたすべき

役割は大きい。分担研究者が所属する施設はそれぞ

れの地域で定期通院者が多い医療機関である。そこ

は、我が国では数少ない短期間に診療・支援経験を

提供できる場である。今後、これまでにも増して、

ACCや大阪医療センターで行われている研修で基礎

知識を学んだ医療・福祉従事者が定期通院者数の多

い施設で実際に診療・支援経験を積むことができる

仕組みを構築することが求められる。

歯科、透析領域については関連学会や医師会を中

心として啓発が行われ、ガイドライン作成や診療ネ

ットワークの構築が行われている。これらの領域に

おいては曝露事象発生時の支援体制構築が重要であ

り、定期的な研修による知識の更新と研修機会を利

用した歯科医師や透析医とHIV感染症診療従事者と

の連携構築を図る必要がある。

今後、HIV感染症の医療体制整備にあたっては、

従前の医療・福祉従事者への知識普及や技術習得・

維持・向上を目的とした研修・啓発機会を充実させ

るとともに、我が国の高い抗HIV療法の治療成績を

受け、学生を含み広く国民がHIV感染症/エイズに

関して正しい知識を得るための啓発活動にも積極的

に関わることが求められる。

E．結論

全国の拠点病院の調査により、地域及び施設間で

定期通院者数が大きく異なる中、各ブロック及び職

種の代表者を中心に積極的な知識普及のための研修

の場が設けられていた。現在大きな課題であるHIV

感染症の診療従事者の育成に関しては、現場の負担

は大きいものの人材育成と維持のために診療の場の

提供を主とした研修機会の設定が求められる。ま

た、我が国における優れた抗 HIV 療法の成績を受

け、今後は医療・福祉従事者をはじめとしてより多

くの国民へのHIV感染症/エイズに関する正しい知

識普及をはかる必要がある。

一方、行われている多くの研修の効果の検証は十

分ではない。定量化及び短期的な効果判定は困難で

あるが、方策について検討を行う必要がある。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表

各研究分担者の報告書を参照

H．知的財産権の出願・登録（予定を含む）

各研究分担者の報告書を参照
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A．研究目的

北海道ブロックのHIV感染症の診療水準の向上お

よび HIV 感染者の受け入れ施設の拡大を目的とし

た。

B．研究方法

北海道ブロック内の拠点病院へアンケート調査を

行い、患者動向、診療実績、活動状況を分析した。

また、ブロック拠点病院に中核拠点病院を加えた体

制でHIV診療に関する研修会を開催し、各職種にお

ける診療水準の向上を図った。なお、これらの調査

及び研修会の一部は、北海道との共同で行った。さ

らに、院内における出前研修や院外へ出向く出張研

修を通して北海道におけるHIV感染症の診療水準の

向上を図った。出張研修では、研修前後にHIV診療

に関するアンケート調査を行い、研修の効果を評価

した。また、受け入れ施設拡大を目的とした各診療

ネットワーク（歯科・透析・福祉サービス）の充実

を図った。さらに、ブロック拠点病院内の各部署の

連携を図るために、｢HIV診療支援センター｣を設置

した。

（倫理面への配慮）

アンケート調査や研修会でのデータ解析、症例呈

示においては、患者個人が特定されない等の配慮を

行った。

C．研究結果

1．北海道ブロックの患者動向

平成28年12月末現在の北海道ブロックにおける

新規の HIV/AIDS 患者数を図 1 に示した。新規の

HIV感染者は23名、AIDS発症者は19名、計42名で

あった。

2．北海道ブロック拠点病院および北海道大学病院の

診療実績と活動状況

北海道の各拠点病院のHIV/AIDS患者の診療状況

を表1に示した。現在患者がいない施設が4施設あ

ったが、これまでHIV/AIDS患者の診療経験が全く

ない施設は1施設のみであった。地域別患者数は、

これまで同様、道央圏、特にブロック拠点病院に集

中していた。

平成28年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）
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北海道ブロック内の患者動向や各拠点病院の診療実績、活動状況を分析した。また、

北海道ブロック内でHIV診療に関する研修会を開催し、各職種における知識および診

療水準の向上を図った。本年度の北海道ブロック内の新規HIV感染者数は、過去2番

目に多く、AIDS発症者数は過去最多であった。研修会に関しては、これまでおこなっ

てきたブロック拠点病院での研修会や出張研修を継続し、本年度は北海道内の26施設

での出張研修を行った。また歯科・透析・福祉サービスの各ネットワーク拡大に向け

た取り組みを行った。さらにブロック拠点病院内の各部署の連携を図るために、北海

道大学病院に｢HIV診療支援センター｣を設置した。次年度以降もこれらの活動を継続

するとともに、HIV診療水準のさらなる向上のために医療体制の整備を進めていく予

定である。

研究要旨

北海道ブロックのHIV医療体制整備

研究分担者     豊嶋 崇徳
北海道大学大学院　医学研究科・血液内科学分野　教授



北海道大学病院の活動状況としては、後述する北

海道ブロックの研修会を主催または各地域の研修会

の支援を行った。

3．北海道ブロック内の研修会等の開催状況

【北海道ブロック内研修会の開催】

● 平成 28 年度北海道 HIV/AIDS 医療者研修会、

札幌、2016年6月11日
● 道東地区研修会、釧路、2016年5月28日
● 道央地区研修会、札幌、2016年9月29日
● 道央・道南地区研修会、函館、2016年11月4日
● 道北・オホーツク地区研修会、旭川、2016年11

月12日
● 北 海道 エイズ 治療 拠点 病 院看護 師 研修 会、

札幌、2016年10月29日
● 北海道HIV/AIDS医療者研修会専門職研修（カウ

ンセラー）、札幌、2016年10月29日
● 北 海 道 HIV/AIDS 医 療 者 研 修 会 専 門 職 研 修

（MSW）、札幌、2016年10月8日
● 北海道HIV/AIDS歯科医療研修会

北見、2016年8月7日

札幌、2017年2月18日

【北海道大学病院内研修会】

● 北海道大学病院HIV学習会

第19回：2016年5月27日

第20回：2016年9月13日
● 院内出前研修

内科、眼科

【北海道大学病院 出張研修（図2）】

● 札幌市内: 13施設
● 札幌市外: 13施設　

【北海道HIVネットワーク参加状況】

● 北海道HIV歯科ネットワーク: 41施設
● 北海道HIV透析ネットワーク: 37施設（図3）
● 北海道HIV福祉サービスネットワーク: 407施設

（図4）

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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図1　北海道におけるHIV・AIDSの新規患者数

表1　北海道ブロックの拠点病院別患者数

図3　北海道HIV透析ネットワーク

図2　平成28年度　北海道大学病院　出張研修
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4．北海道大学病院HIV診療支援センターの設置

北海道大学病院では、院内のHIV診療関連部署の

連携により集学的治療をおこなうために、2016年7

月1日にHIV診療支援センターを設置した。センタ

ーに所属している部署を図5に示す。

D．考察

平成28年の北海道ブロックの新規患者は、過去

最多であった昨年の45名についで2番目に多く、新

規エイズ発症者も19名と過去最多であった。これ

らの結果から、北海道ではHIV感染者の早期発見が

いまだ不十分と考えられる。今後、一般医療施設へ

の啓発活動をさらに充実させていく必要があると考

えられた。

北海道大学病院でおこなっている出張研修は、

HIVの検査啓発と、受け入れ施設の拡大を目的とし

て行っているが、これまで出張研修を行った施設か

ら、平成27年は10名、平成28年は8名、それ以前

を含め総計で28名のHIV感染者が新規にみつかっ

ており、出張研修はHIV感染者の早期発見に対して

大きな効果が得られていると考えられた。また、研

修前後のアンケートにおいて図6に示すとおり、研

修後にHIV感染者の受け入れに対して肯定的な回答

が増加していた。実際に、出張研修後にHIV患者の

受け入れに至った施設が徐々に増えてきていること

からも、本研修が患者の受け入れに対する意識の改

革に大きな役割を果たしていると考えられた。

北海道では、歯科・透析・福祉サービスの各ネッ

トワークを構築しているがHIV福祉サービスネット

ワークへの登録依頼文書を行政から987件の社会福

祉法人に配布したところ、文書配布から2週間以内

に17件の社会福祉法人、87件の福祉事業所からの

登録が得られた。このことから、HIV診療施設の拡

大において行政との連携がきわめて効果的と考えら

れた。

HIV感染症患者の高齢化が進んでいることから、

様々な合併症をもつ患者が多くなっており、多くの

部署が連携して診療にあたる必要があると考えられ

たため、本年度北海道大学病院内にHIV診療支援セ

ンターを設置した。HIV 診療支援センターには、

HIV診療科のみならず、糖尿病内科、腎臓内科、肝

臓内科、整形外科など、慢性合併症に関与する部署

を多く含めた。HIV診療支援センターを設置して各

部署の担当者を決めたことにより、HIV診療に関す

る相談窓口が明確となったため、様々な相談をスム

ーズにおこなえるようになり連携がより強化された

と考えられる。
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図6　出張研修前後のアンケート調査

図5　北海道大学病院HIV診療支援センター

図4　北海道HIV福祉サービスネットワーク登録施設



E．結論

北海道ブロックにおける HIV 診療水準向上のた

め、出張研修を含む研修会や診療ネットワークを通

じて、一定の成果が得られたと考えられる。

F．健康危険情報

該当なし

G．研究発表

1．総説論文
1)   遠藤知之:「医療現場における曝露後予防」、エ

イズの臨床　アップデート、アレルギー・免
疫、医薬ジャーナル社、23 (5): 90-95, 2016

2．学会発表
1)   遠藤知之:｢当院におけるHIV/HCV重複感染症治

療の現状と困難症例｣　第4回Japan HIV-hepatitis
Study Group講演会、東京、2016年7月3日

2)   遠藤知之: ｢HIV感染症の基礎と最近の話題｣　第
7 回中国四国地方 HIV 陽性者の歯科診療体制構
築のための研究会議、岡山、2016年11月6日

3)   遠藤知之、宮下直洋、笠原耕平、小杉瑞葉、岡
田耕平、白鳥聡一、後藤秀樹、杉田純一、小野
澤真弘、橋本大吾、加畑馨、藤本勝也、近藤
健、橋野聡、豊嶋崇徳: HIV感染症合併血友病患
者に対するMRIによる脳スクリーニングの意義
第 30 回日本エイズ学会学術集会・総会、鹿児
島、2016年11月24日-26日

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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A．研究目的

すべてのHIV感染症の患者に対し均一かつ良質の

医療を提供するための医療体制の構築（均てん化）

を目的に東北ブロックのHIV医療体制整備に関する

研究を行った。

B．研究方法

1）東北地域のHIV感染者動向、拠点病院における

診療実態調査を行う。

2）診療体制の維持・向上のため、連絡会議、

研修会、カンファランスを開催する。

東北の各県における中核拠点病院および拠点病院

との間でネットワークを構築し、ブロック拠点病院

（仙台医療センター）からの情報提供や診療サポー

ト、各医療機関との情報交換、アンケート調査など

を積極的に行なうとともに、HIV診療を行なうに当

たって妨げになっている種々の問題点を明らかに

し、医療体制を構築していく。一般の医療機関やコ

メディカルも含めた研修会や会議を行なうことによ

り医療体制の均てん化をめざす。

（倫理面への配慮）

研究の性格上倫理的問題が生じる可能性は低い

が、患者個人のプライバシーの保護、人権擁護は最

優先される。研究内容によっては、ヒトゲノム・遺

伝子解析研究に関する倫理審査、疫学研究に関する

倫理審査、臨床研究に関する倫理審査を適宜受け実

施する。

平成28年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）
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平成28年度9月の時点で、前年度からの1年間の東北地域におけるHIV/AIDS新規患

者報告数は33例で、AIDS発症は12例（36.4%）とAIDS発症率（いきなりAIDS

率）は従来同様全国平均より高値であった。医療の均てん化を目標に医療・介護・行

政・NPOすべてを対象とした連絡会議やカンファランス、各職種ごとの連絡会議・研

修会、地域の拠点病院を対象とした出張研修を行い、HIV診療における最新情報を広

めるとともに地域における問題点を議論し改善策を検討した。東北地域における各拠

点病院が抱える問題は、HIV感染症例が少なさゆえの経験不足からくる診療不安や関

心の低下である。それらに起因する院内研修を始めとする診療体制構築活動の困難さ

が生じており、42拠点病院中16施設で患者0人という実態や診療が中核拠点病院に

集中することにつながっている。昨年度より開始された出張研修は要望が多く、開催

地では出席者が多い点はHIVへの関心度が必ずしも低くないことの表れと捉えること

も可能であり、症例の少ない東北地域において研修活動を実施していく上で配慮すべ

き点である。また、今年度初めて大学病院への出張研修が実現した。学生教育の一環

として関与できた点は意義深い。今後もHIV関連スタッフ（医療機関、介護福祉期間、

教育機関、NGO、行政など）の人的パワーの拡充を促し、病院間の連携を強化し、会

議、研修を充実させ診療体制の構築を図る必要がある。  

研究要旨

東北ブロックのHIV医療体制整備

研究分担者     伊藤 俊広
(独)国立病院機構仙台医療センター
HIV/AIDS包括医療センター　室長



C．研究結果

1）診療実態調査

平成28年9月時点で東北ブロックにおけるHIV感

染者の累計は578人で前年同時期から1年で33人の

新規報告があった。各県の増加数は青森県3人、秋

田県3人、岩手県4人、山形県2人、宮城県14人、

福島県7人であり、平成28年9月時点で年内のいき

なり AIDS 例は 12 例で新規報告の 36.4%を占めた

（図1、2）。平成28年10月に行われた拠点病院対

象のアンケート調査（表）では全拠点病院42施設

のうち現在実際に患者を診療している施設は昨年同

様26施設（残りの16施設は患者0人）であり、現在

診療中の患者の85%は大学病院もしくは中核拠点病

院で加療されている。その内、薬害被害者（血友

病）は47例中31例は中核拠点病院、それ以外は以

前から血友病診療にかかわってきた施設で診療され

ている。施設現状報告によれば、症例不足や経験不

足からくる対応不安、関心低下や付随する啓蒙活動

の低下、そして人材の不足、専従(専任)看護師の不

在、職種間ネットワークが形成できない（すなわち

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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図2　東北エイズ/HIV患者累積数推移（H28.9月）

図1　東北県別エイズ/HIV感染者累積数推移（非血友病）
総計578人（H28.9月）

表　東北拠点病院診療状況（現在診療中の実患者数） H28.10月現在
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チーム医療加算がとれない）などの問題が生じてい

ること、比較的患者診療が行なわれている施設から

は次世代診療医師の育成問題、患者高齢化を意識し

た合併症管理や介護・福祉関連問題が指摘されてい

る。

2）H28年度、本研究に関連し実施・参加された

会議・研修会について以下に記す。

東北エイズ/HIV看護研修（H28.9.30: 仙台）、東

北HIV歯科拠点病院等連絡協議会（H29.2.18:仙台、

予定）、東北ブロック・エイズ拠点病院等連絡会議

（H28.6.21: 盛岡）、東北エイズ/HIV薬剤師連絡会

議（H28.10.22: 仙台）、東北エイズ臨床カンファレ

ンス（H29.2.11:仙台、予定）、東北HIVネットワー

ク会議（H29.2.11: 仙台、予定）、宮城県HIV/AIDS

学術講演会（H28.8.6：仙台）、東北エイズ・HIV拠

点 病 院 等 心 理 ・ 福 祉 職 連 絡 会 議 （ H28.10.22:仙

台）、仙台医療センター健康まつり HIV パネル展

（H28.11.5: 仙台）、東北ブロック・エイズ拠点病

院等連絡会議（H29.1.11: 仙台）、HIV/AIDS包括医

療センター出張研修①秋田大学病院（H28.5.20: 秋

田 、 300 名 参 加 ） 、 ②国 立 病 院 機 構 弘 前 病 院

（H28.7.22: 青森県弘前市、72名参加）、③寿泉堂

総 合 病 院 （ H28.10.28: 福 島 県 郡 山 市 、 134 名 参

加）。HIV 関連講義依頼：宮城県精神医療センタ

ー、仙台市立仙台工業高等学校保健講和、仙台医療

センター看護・助産学校講義、国立病院機構山形病

院付属看護学校講義、エイズ予防財団委託事業：

HIVと性感染症講演会（歯科医師会）。行政連携：

仙台市エイズ性感染症対策推進協議会、仙台市HIV

即日検査会、同性愛者等のHIVに関する相談・支援

事業協議会（エイズ予防財団）。薬害関連：薬害エ

イズ裁判和解20周年記念集会、長期療養とリハビ

リ検診会（はばたき事業団）、HIV/AIDS重複感染

者患者に対する肝移植に関する公開シンポジウム、

etc.

D．考察

東北ブロックにおいては1年間の新規HIV感染者

は33人で新規感染者の増加は観察されていない。い

きなり AIDS 発症は 36.4%と例年より低めである

が、依然予断を許さない。hard to reach層をHIV受

検に導く方法を今後も模索する必要がある。診療経

験の少なさからくる諸問題の解決は症例検討を通し

た疑似体験や研修会を繰り返し行っていくしかな

い。前年度（平成27年度）より始まったHIV/AIDS

包括医療センター出張研修は本年度も3施設で行う

ことができた。秋田大学病院への研修では職員・学

生を含め300人の参加者を募ることができ、特に学

生に対しては特別講義の形で教育の一環として関与

できた意義が大きい。教職員全体のHIV感染症に対

する関心の高さも実感できた。HIV感染者の高齢化

への対策として、種々の合併症に対処するHIV情報

を一般診療所のレベルから、ケアを中心的に担う介

護施設などの福祉関連機関との連携、研修会・講演

会を始めとした地方自治体および中核拠点病院にお

ける積極的な活動を継続して行なっていくことが必

要である。歯科領域では中核拠点病院歯科連絡会議

を通して診療ネットワークが構築されつつあるが、

歯科クリニックや在宅歯科との連携はこれからの課

題である。拠点病院間（ブロック拠点、中核拠点、

拠点）だけでなく、一般クリニックや介護・福祉施

設をまきこんだ研究活動を行っていく必要がある。

診療体制構築する上で感染不安の除去は重要であ

り、今後も暴露時の体制を整え、周知させていくこ

とが今後も必要である。

E. 結論

東北においては新規HIV感染者の増加は観察され

ていない。平成28年9月までの1年間でAIDS発症

割合は36.4%で例年より低めの数値ではあるが余談

を許さず、HIV検査受検数を増やす努力を今後も継

続していく必要がある。感染者の絶対数が少ないこ

とはHIV感染症に対する関心度を下げ、診療体制の

整備を進めていく上でのハンディとなりうるが、研

修・会議を繰り返し実施していくことで今後も医

療・行政・教育・NGOなど種々の職種間との連携

を深め、体制整備を進めていく必要がある。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表

1．論文発表
1)   金子典代、塩野徳史、内海眞、健山政男、鬼塚

哲郎、伊藤俊広、市川誠一. 成人男性のHIV検査
受検、知識、HIV関連情報入手状況、HIV陽性
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者の身近さの実態−2009年調査と2012年調査の
比較−：日本エイズ学会誌　2016、受理

2)   須貝　恵、吉用　緑、センテノ田村恵子、鈴木
智子、辻　典子、築山亜紀子、濱本京子、田邊
嘉也、伊藤俊広. 拠点病院診療案内2014年度版
からみる拠点病院・中核拠点病院の現状：日本
エイズ学会誌18(3)、253-255、2016

2．口頭発表
1)   岡崎玲子、蜂谷敦子、潟永博之、渡邉　大、長

島真美、貞升健志、近藤真規子、南　留美、吉
田　繁、小島洋子、森　治代、内田和江、椎野
禎一郎、加藤真吾、豊嶋崇徳、佐々木　悟、伊
藤俊広、猪狩英俊、上田敦久、石ヶ坪良明、太
田康男、山元泰之、福武勝幸、古賀道子、林田
庸総、岡　慎一、松田昌和、重見　麗、濱野章
子、横幕能行、渡邉珠代、田邊嘉也、藤井輝
久、高田清式、山元政弘、松下修三、藤田次
郎、健山正男、岩谷靖雅、吉村和久.　国内新規
HIV/AIDS診断症例における薬剤耐性HIV-1の動
向：第30回日本エイズ学会学術集会、鹿児島、
2016

2)   戸上博昭、矢倉裕輝、平野　淳、高橋昌明、吉
野宗宏、阿部憲介、神尾咲留未、大石裕樹、竹
松茂樹、垣越咲穂、山本有紀、伊藤俊広、山本
政弘、水守康之、金井　修、内海　眞、渡邊
大、横幕能行、白阪琢磨.　UGT1A1遺伝子多型
のドルテグラビル血中濃度に及ぼす影響に関す
る研究：第30回日本エイズ学会学術集会、鹿児
島、2016

3)   神尾咲留未、阿部憲介、近藤　旭、小山田光
孝、佐々木晃子、伊藤ひとみ、佐藤　功、伊藤
俊広. 抗HIV薬と併存疾患治療薬との薬物相互作
用に関する取り組み〜一覧票表の作成〜：第30
回日本エイズ学会学術集会、鹿児島、2016

4)   神尾咲留未、阿部憲介、近藤　旭、平野　淳、
戸上博昭、矢倉裕輝、横幕能行、渡辺　大、白
阪琢磨、小山田光孝、伊藤俊広. UGT1A1遺伝子
多型のdolutegravir血中濃度に及ぼす影響−仙台
医療センターHIV症例の検討−：第70回国立病
院総合医学会、沖縄、2016

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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A．研究目的

本研究の目的は、首都圏の医療体制整備にとどま

らず、全国でHIV診療を積極的に行っている医療機

関に対する支援を種々の研修を通じて行うことにあ

る。

B．研究方法

首都圏の医療体制整備に関しては、東京都の中核

拠点病院との連携会議を開催し、HIV診療の問題点

を検討した。また、首都圏5カ所の病院に対して出

張研修を行った。全国レベルの研修は、5つのコー

スによるACC研修と、全国3カ所への出張研修を行

った。

今年の研修の内容は、対象者により希望するレベ

ルが異なるため、初級コースと上級コースにわけ、

2種類用意した。

上級コースでは、医師（1）HIV感染者の梅毒、

コ・メディカル（2）HIV感染患者の終末期ケア−

最後まで「その人らしく」を支える、薬剤師（3）

HIV/HCV共感染の治療と疫学とした。

（倫理面への配慮）

研修で使用した症例では、個人が特定できないよ

う配慮した。

C．研究結果

これまでの診療実績および、H28年度の診療実績

は、下記の通りである。

新患の80%近くがMSMであり、診断時AIDS発症

者が 27%と、患者の傾向はほぼ例年と同じであっ

た。

平成28年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）
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首都圏の医療体制整備班の活動内容は、ACCで開催する研修に加え、首都圏5カ所へ

の出張研修、首都圏外として3カ所への研修を行った。今年の研修内容は、（1）HIV

感染者の梅毒、（2）HIV感染患者の終末期ケア　ー最後まで「その人らしく」を支え

る、（3）HIV/HCV共感染の治療と疫学、とした。新規感染者の年齢、感染経路、診

断時のステージなどの傾向は、例年とほぼ同じであった。

研究要旨

首都圏のHIV医療体制整備

研究分担者     岡　慎一
国立研究開発法人国立国際医療研究センター
エイズ治療・研究開発センター　センター長
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H28年度の月平均外来患者数は、1073名でこのう

ちウイルス量が20コピー以下の比率は、93.6%（未

治療者も含む）であった。

出張研修の実施日に関しては、下記の通りである。

今年度の研修は、首都圏外も含めすべて上級編で

実施したが、香川医大では、初級者編も一部加えた。

ACCで開催する研修は、下記のコースで行った。

D．考察

新患患者数を見ると、例年とほぼ同じ傾向で、よ

り検査に届かない集団へのアプローチの必要性が再

認識された。

ACCで実施の研修に関しては、毎年内容の更新

を行い、基本コースである1週間コースを受講すれ

ば、その年の新しい情報はもれなく聞くことができ

るようになっている。このコースの希望者は多く、

年4回の開催であるが、希望しても受講できないと

いうクレームも少なくない。また、2日間の医師向

け短期コースを1週間コースに併設し、横幕班から

のサポートにより受講できるようにした。これによ

り、より多くの医師がACC研修に参加できるので

はないかと期待している。今後も研修に関しては、

受講者の希望に添うよう改訂したい。

E．結論

今年も、研修に関しては例年通り活動することが

できた。今後研修の評価システム今後の検討課題で

ある。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表
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1) Tsuchiya K, Hayashida T, Hamada A, Oka S, and
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2016.

2) Ondondo B, Clutton G, Abdul-Jawad S, Wee E,
McMichael AJ, Murakoshi H, Gatanaga H, Oka S,
Takiguchi M, Korber B and Hanke T. Novel con-
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3) Tran GV, Chikata T, Carlson J, Murakoshi H,
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DT, Dang BT, Nguyen HTN, Nguyen TV, Oka S,
Brumme Z, Nguyen KV, and Takiguchi M. A strong
association of HLA-associated Pol and Gag muta-
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12) Tsuboi M, Nishijima T, Teruya K, Kikuchi Y,
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the TREAT Asia HIV Observational Database. J Int
AIDS Soc 19(1): 20965, 2016. 

14) Ku NS, Jiamsakul A, Ng OT, Yunihastuti E, Cuong
DD, Lee MP, Sim BL, Phanuphak P, Wong WW,
Kamarulzaman A, Zhang F, Pujari S, Chaiwarith R,
Oka S, Mustafa M, Kumarasamy N, Van Nguyen K,
Ditangco R, Kiertiburanakul S, Merati TP, Durier
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and virological failure in HIV-infected patients after
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15) Nishijima T, Teruya K, Sgubata S, Yanagawa Y,
Kobayashi T, Mizushima D, Aoki T, Kinai E,
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A．研究目的

HIV/AIDS診療の基礎的な知識の普及とブロック

内での医療レベルの向上に加え首都圏への患者集中

の緩和に向けて各地域医療施設との連携を深める。

AIDS発症でみつかる患者の増加に歯止めをかける

ために早期発見にむけた取り組みをすすめる。長期

管理の視点にたって今後の患者の受け入れについて

拠点病院以外の施設への働きかけをおこなう。また

薬害被害者救済医療の体制維持をはかる。

B．研究方法

診療レベルの向上の目的で医療従事者に対する講

演会、研修会、検討会を開催し経験の共有、知識の

共有をはかる。

北関東・甲信越地域における中核拠点病院連絡協

議会を継続し情報の共有化をはかる。

各種アンケートにより実情の把握、分析を通して

改善策を立案し実行する。

（倫理面への配慮）

本研究において行う活動の内容には患者個人が特

定できるようなものは基本的にはふくまれないが症

例報告等を行う際には個人情報が特定できないよう

十分な配慮を行っている。

またアンケート配布施設に対しては事前に各地域

の実情の把握のために担当者に連絡することがある

旨を明示しておりアンケートの回答をもって同意し

たと判断する。

C．研究結果

1．関東甲信越ブロックの患者数の推移（図1a,b）

依然として多くの患者が当ブロックで報告されて

おり、本報告書作成時点では2016年9月25日までの

報告であるが東京が最多でHIV/AIDSあわせて363
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近年の、HIV/AIDS患者の生命予後改善にともなう患者の高齢化および非HIV関連合

併症の問題に対応するため、急性期病院が主体の拠点病院中心の医療提供体制を変革

する必要性について強調し、各県において自治体と共同する形で中核拠点病院を主体

とした地域における研修会の開催をすすめつつ、本研究班として救済医療のさらなる

充実と一方で一般医療については病院機能による役割分担を明確化する方向性を強調

した。実情の調査としておこなった介護施設、福祉施設への紹介実績の基礎データお

よび、当ブロックにおける薬害被害者のカウンセリング到達度についてアンケート調

査を行い、今後の普及の方法について検討する基礎データが得られた。関東甲信越ブ

ロックでのHIV感染症の医療体制の整備に関して、施設間のレベル差克服に向けた取

り組みを今後も継続して行うことはもちろんであるが、院内感染対策部門との連携を

とおして拠点病院の負担を軽減するよう努力していくことが重要である。HIV医療体

制の根幹である薬害被害者救済についての啓蒙活動についても継続的に行っていく予

定である。一方でこういった活動の効果指標を提示することが現時点では難しい面が

あることも事実である。

研究要旨

関東甲信越ブロックのHIV医療体制整備

分担研究者     田邊 嘉也
新潟大学医歯学総合病院　病院教授



名の報告があった。以下、神奈川、埼玉、と続いて

いる。東京においてはある程度のばらつきはありな

がらも2010年前後は徐々に新規の報告数が減少し

てきているようであったがまた増加し減少が鈍化し

ている。神奈川県の報告数は高い状態で推移してい

ながらも2014年から減少に転じてきているようで

ある。北関東甲信越に目を向けると長野県は明かに

3年前から減少傾向であるが、群馬、栃木、新潟も

横ばいであり一時、東京集中傾向に歯止めがかかり

つつあると考えられたが再び東京集中傾向ができて

いる可能性がある。

2．会議・講習会・研修会の実施

● 救済医療とHIV診療の一般化

〜HIV感染症の予後改善と非HIV合併症対策ならび

に被害者救済の意識について〜�

第10回関東甲信越HIV感染症連携会議（図2）に

おいて、HIV感染患者の高齢化にともなってHIV感

染症とは直接関連しない合併症を発症する患者が増

えてきていることを再度確認し、他科との連携ある

いは他院との連携、さらには療養病床あるいは介護

施設等への入所といったさらなる広域医療への橋渡

しという課題について参加者と議論した。そしてこ

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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の問題について我々HIV 診療を担当する医療者が

HIV感染症を専門としないあるいは対応経験のない

医療者に対して協力を得ていく体制をとるためのひ

とつの道筋として感染制御領域との連携について提

案した。標準予防策の徹底による感染防御、血液暴

露後の迅速な対応は多くの施設においては問題ない

レベルまで達していることから今後のHIV医療体制

の裾のひろがりの一役を担っていただけるよう連携

の構築に尽力していくことを確認した。また、被害

者救済を目的とした血友病薬害被害者手帳の運用に

関する注意事項についても確認した。

そして国立病院機構九州医療センター心理療法士

室長  辻麻理子先生から「明日から使える医療コミ

ュニケーション」−認知機能の問題を考慮した取り

組みを加えて−と題した講演を企画した。長期合併

症の一つとして認知機能障害を中心に一般医療にも

応用可能な医療コミュニケーションについての内容

であった。さらに国立研究開発法人 国立国際医療

研究センターエイズ治療・研究開発センター 西島

健先生の「AIDS to Zero, Japan  日本でのエイズ発症

をZeroにするために」と題した講演で、今後の新規

感染者をさらに減少させるための郵送検査、曝露前

予防（PreP）の現状等新たな取り組みについての解

説があった。
● HIV診療における地域連携と問題点の共有

第9回北関東・甲信越中核拠点病院協議会におい

て山梨、栃木、群馬、長野、新潟のそれぞれの中核

拠点病院医師、看護師の参加を得て状況の把握を行

うことを目的に開催。全体として大きな状況の変化

はみられなかったが、昨年同様長期療養施設への入

所例が徐々に増えているという報告があった。また

新規C型肝炎の治療の導入状況の確認、透析医療、

歯科医療の現状について意見交換を行った。

その他（図3）のように各種会議、研修会を企画

開催した。　

3．その他の活動

● 出張研修

HIV感染症の基礎知識の習得、長期的な支援体制

を構築する足掛かりとなるよう、新潟県内の病院を

対象にHIV/エイズ出張研修を行っているが、今年度

は病院のみでなく療養型医療施設、介護老人保健施

設も含め6施設に対しておこなった。　今後も出張

研修を継続していく予定であるが、各地の中核拠点

病院もそれぞれの自治体と協同で出張検出に取り組

んでしいる。HIV診療に対する知識普及を拠点病院

以外に広げていくことで受け入れ施設の広がりに結

びつけている実態がある。
● 薬害被害者のカウンセラー利用状況について

カウンセラー、MSWの配置状況や対応状況・現

状の課題について明らかにするために本年7月にア

ンケート調査を行った。

アンケート回収率　45%　ACC通院中の患者（81

名）を除いた47名の薬害被害者のカウンセリング

利用状況について以下のような結果を得た。（回答

は拠点病院の担当者）

☆薬害被害者のカウンセラー利用状況

「一度もカウンセリングを受けたことがない」
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図3　各種講習会、研修会、会議実績（抜粋）



36名（76.6%）

☆現在カウンセリングを受けていない理由

「本人がカウンセリングを希望しないから」

19名（46.3%）

「カウンセラーの配置がないから」10名（24.4%）

「不明」9名（22%）

「その他の理由」3名（7.3）

☆薬害被害者のMSWの利用状況

「現在MSWの面接を受けている」13名（27.7%）

「一時期SWの面接を受けていたが現在は受けてい

ない」15名（32%）

「SWの面接を受けたことがない」

10名（21.3%）

「不明」9名（19.1%）。

☆現在MSWとの面接を行っていない理由、

「本人が希望しないから」13名（52%）

「その他の理由」10名（40%）

「面接が必要と思わなかった」2名（8%）
● 療養についての現状調査

関東甲信越全拠点病院を対象に10月にアンケー

ト調査を行った。

アンケート回収率　74.2%（89施設）

HIV感染者・エイズ患者を長期療養・介護を依頼

できる施設へ受け入れてもらった実績があるかとい

う問いに対して37施設において紹介実績があった。

内訳（重複あり）　　

医療機関 25施設

介護保険施設への紹介経験あり 14施設　

障害福祉施設　　〃　　　　　 9施設

その他 10施設

44施設では該当患者の経験なしとの回答であった。

D．考察

各種会議、講習会、研修会の開催を中心に医療レ

ベルの均てん化、最新知識の普及を進めている。

HIV感染者は、治療の進歩により予後が大幅に改

善され、それにともなう感染者の増加、高齢化が進

んでいる。高齢化によって療養や介護の場やサービ

スが必要なる感染者が増えていくことは確実である

ため、療養や介護を担う施設の整備は重要な課題で

ある。中核拠点病院制度によりこれまでのブロック

拠点病院だけで行うより遙かに多くの研修会、講習

会の開催が可能となる。そしてより身近でかつ、必

要な施設へのアプローチが容易となっている。各県

の取り組みにより、徐々にHIV対応施設が増えてき

ており、本年度おこなったアンケート調査では医療

機関、介護保険施設、障害福祉施設その他施設等紹

介実績のある施設が37施設あった。これが高い水

準かどうかは今後の推移や紹介のしやすさ等も評価

する必要があるが、一方で紹介が必要な該当患者の

経験がないという施設が44施設と回答施設のかな

りの割合であることから紹介が必要な施設では相応

に紹介をおこなっていると考えられる。

今年度はHIV医療とは別の流れの中で充実してき

た院内感染対策部門との連携をはかることで裾野の

拡大を狙う姿勢を強調した。これまではHIV医療者

と院内感染対策部門担当者の間で血液曝露後予防と

いう概念は共通する物であるがことさら強調はして

こなかった。しかし、一般医療においても多剤耐性

菌の伝搬予防の問題があること、そして介護、長期

療養といった問題はHIV感染患者以外にも共通した

問題であることからここで改めて感染対策部門との

連携構築という視点でHIV医療の一般化を計ってい

くことを提案した。

一方で被害者救済についても地域における患者数

把握、状態確認、被害者手帳の運用の促進などさら

なる充実にむけた活動は今後も継続していくことも

今年度各拠点病院関係者と確認した。また被害者救

済の中で重要な視点であるカウンセリングについて

その到達の程度を調査した結果、7割を超える回答

者がカウンセリングを受けたことがないということ

であったが、一方でSWとの面接について受けたこ

とがない方が2割程度であることからは制度的な面

からの支援が中心であることも想定されるが、一方

でカウンセラーの配置のない施設ではSWがカウン

セラー的な対応も兼ねていることがあるため一概に

チーム医療の到達度が低いということは言えないと

考えている。今後も患者、とくに被害者の救済とい

う面を強調しながらサポートの充実について検討し

ていく基礎データとして活用したい。

研修・教育効果の評価方法と課題についてである

が、これまでの活動を通して、確実にHIV診療への

理解は深まっていると実感はできるが評価指標とし

ては明確なものを提示しにくい。我々は必ず研修開

催前と後にアンケートを配布し回答内容を分析して

いるが、事前に行うHIV関する知識を問う設問にお

いて経年的に正解率に大きな差がみられていない

（本報告書では結果提示なし）ことからはまだHIV

に関する啓蒙が不足している可能性があるが、毎年

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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数多く行う研修の参加者がそれぞれ異なることがそ

のもっとも大きな理由であると考える。ただHIV感

染症患者が自身の感染をカミングアウトしないこと

が多く、かつ実際に経験することが少ない地域（紹

介実績において該当患者がいないと回答する施設が

回答施設の半数近いという現状）では我々が行う研

修会で広く啓蒙することに重点をおき偏見を解消す

べく活動せざるを得ないのではないか。

E．結論

関東甲信越ブロックでのHIV感染症の医療体制の

整備に関して、施設間のレベル差克服に向けた取り

組みを今後も継続して行うことはもちろんである

が、院内感染対策部門との連携をとおして拠点病院

の負担を軽減するよう努力していくことが重要であ

る。HIV医療体制の根幹である薬害被害者救済につ

いての啓蒙活動についても継続的に行っていく予定

である。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表

1．原著論文による発表

欧文
1)   Hibino A, Kondo H, Masaki H, Tanabe Y, Sato I,

Takemae N, Saito T, Zaraket H, Saito R.:
Community- and hospital-acquired infections with
oseltamivirand peramivir-resistant influenza A
(H1N1)pdm09 viruses during the 2015-2016 season
in Japan.  Virus Genes. 2016 Oct 6.

2)   Munehisa Fukusumi, Bin Chang, Yoshinari Tanabe,
Kengo Oshima, Takaya Maruyama, Hiroshi
Watanabe, Koji Kuronuma, Kei Kasahara, Hiroaki
Takeda, Junichiro Nishi, Jiro Fujita, Tetsuya
Kubota, Tomimasa Sunagawa, Tamano Matsui,
Kazunori Oishi. the Adult IPD Study Group :
Invasive pneumococcal disease among adults in
Japan, April 2013 to March 2015: disease character-
istics and serotype distribution.  BMC Infectious
Diseases 17:2, 2017 

3)   Yamada E, Ritsuo Takagi, Yoshinari Tanabe,
Hiroshi Fujiwara, Naoki Hasegawa, Shingo Kato:
Plasma and saliva concentrations of abacavir, teno-
fovir, darunavir and raltegravir in HIV-1-infected

patients. International Journal of Clinical Pharmacology
and Therapeutics (in press)

和文（原著）
1)   永井孝宏，児玉泰光，黒川 亮，西川 敦，山田瑛

子，田邊嘉也，高木律男：HIV感染者における
歯科観血的処置の臨床的検討．新潟歯学会誌
46: 13-19, 2016

和文（活動報告）
1)   須貝 恵，吉用 緑，センテノ田村恵子，鈴木智

子，辻 典子，築山亜紀子，濱本京子，田邊嘉
也，伊藤俊広：拠点病院診療案内2014年度版か
らみる拠点病院・中核拠点病院の現状．日本エ
イズ学会誌　18: 253-255, 2016

2．口頭発表

国内
1)   岡崎玲子、田邊嘉也、他：国内新規 HIV/AIDS

診断症例における薬剤耐性HIV-1の動向　第30
回日本エイズ学会学術集会・総会（鹿児島）

2)   中川雄真、田邊嘉也、他：HIV感染症患者のメ
ンタルヘルス状況とパートナーの有無との相関
関係についての検討　第30回日本エイズ学会学
術集会・総会（鹿児島）

3）椎野禎一郎、田邊嘉也、他：国内MSMにおける
エイズ患者は伝搬ネットワークのどこに多く含
まれるか？　第30回日本エイズ学会学術集会・
総会（鹿児島）

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし
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A．研究目的

北陸ブロックにおいてもHIV感染者／AIDS患者

（感染者／患者）は増加しており、また感染者／患

者はブロック拠点病院（当院）に集中している（図

1）。このことは、感染者／患者が通院する利便性

においても、また診療拠点病院が診療経験を蓄積

し、臨床能力を向上させる上でも望ましいことでは

ない。この現状の解決を目指し、様々な活動を行っ

た。HIV抗体検査の実施体制も含め、当ブロックに

おける望ましい医療体制について考察し、提案する

ことを目的とした。

B．研究方法

① HIV/AIDS出前研修

拠点病院職員（一般病院や介護福祉施設などの職

員）のHIV感染症診療に関する知識の向上や理解を

図るために、施設の全職員を対象とした研修会を当

該施設において開催した。年度の初めに、拠点病院

をはじめ一般病院や介護福祉施設に対し研修要項を

配布し、出前研修の依頼を受け、研修を実施した。

研修終了直後に、後アンケートで研修の評価を受け

た。出前研修講師は、ブロック拠点病院のHIV診療

チームスタッフが担当した。

② 医療従事者向けHIV専門外来2日間研修

年度初めにそれぞれの拠点病院へ研修要項や依頼

用紙を配布し、各施設からの申し込みに応じて、

HIV診療に関わる拠点病院の職員をブロック拠点病

院の 2 日間研修に受け入れた。今年度は 3 回開催

し、1回に受け入れる研修人数は、5〜6人となるよ

うに調整した。専門外来2日間研修のコーディネー

トは、ブロック拠点病院のコーディネーターナース

が行い、研修講師はHIV診療チームスタッフが分担

して担当した。症例検討や診察室の見学などでは患

者の同意を得るとともに、個人情報の保護には十分

配慮した。
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2007年に中核拠点病院の指定と医療体制の強化がはかられ、当ブロックにおいても

活動は定着し、中核拠点病院もその認識を強めて活動を展開しているが、各県の中核

拠点病院に、患者が集中する傾向が続いている。北陸ブロックでは、HIV感染症の診

療体制の整備を目的として、HIV/AIDS出前研修、HIV専門外来2日間研修、医療職

種別HIV/AIDS連絡・研修会、北陸HIV臨床談話会を中心として活動した。感染者の

早期診断を目的としたHIV検査体制の拡充、HIV陽性患者の高齢化に伴う介護・在宅

ケアの整備、透析施設の確保や歯科診療ネットワークの構築等が急務である。

研究要旨

北陸ブロックのHIV医療体制整備

研究分担者     渡邉 珠代
石川県立中央病院　免疫感染症科　診療部医長

図1　患者数の動向 –北陸、当院、全国–
（H28.11.16エイズ動向委員会　患者・感染者報告数累計）



③ 医療職種別HIV/AIDS連絡・研修会

北陸3県でHIV診療に携わっている職員が、医療

職種ごとに研修会・連絡会を開催した。研修会の企

画、案内、運営はブロック拠点病院のそれぞれの担

当職員が HIV 事務室スタッフと協力しながら行っ

た。研修会は年に1〜2回の開催を目標とし、研修

会場はそれぞれの研修会参加者の要望に合わせた。

2つの職種が合同で研修会を開く場合もあった。

④ 北陸HIV臨床談話会

HIV診療や事業の従事者の情報交換の場の提供を

目的とし、ブロック拠点病院HIV事務室スタッフや

HIV 診療チームスタッフと当番会長（3 県持ち回

り）が企画・運営を担当し、ブロック拠点病院職員

や当番施設職員が運営協力にあたった。職種や地域

性を考慮し、談話会世話人（合計41人）を選出し、

世話人会で内容や方針を検討した。今後も年1回の

開催とした。

⑤ アンケート調査やエイズ動向委員会報告などから

北陸ブロックの現状を分析し課題を提案する

北陸3県のすべての拠点病院（14施設）とHIV診

療協力病院（3施設）へ年1回（毎年9月頃）アンケ

ートを郵送し、そのアンケート結果により現状を把

握し、改善のための課題を提案した。具体的な課題

の提案は、拠点病院等連絡会議、前述の各種連絡・

研修会や北陸HIV臨床談話会などを通じて、ブロッ

ク内の関係者に周知した。また、アンケート結果は

小冊子にまとめて、関係医療施設や行政などに配布

した。

（倫理面への配慮）

ブロック拠点病院で実地研修をする場合には、患

者の同意を得るとともに、氏名など個人情報の漏え

いがないよう細心の注意を払った。また、各種研修

会で用いた資料にも患者個人が特定されないよう十

分に配慮した。

C．研究結果

① HIV/AIDS出前研修

平成28年度のHIV/AIDS出張研修の状況を、表1

に示す。今年度は一般病院6施設、介護福祉施設6

施設に対し出前研修を実施し、合計874名の参加が

あった。主な研修内容は表1に示した通りである。

派遣したスタッフは依頼元の要望に合わせた。表2

に、平成15年度からの出前研修の状況を年度別に

示す。14年間で延べ102施設に出前研修を実施し、

8,759名の参加を得た。研修前アンケートは、14年

間に21,424名より回答が得られ、研修後アンケート

の自由記載欄には、研修への関心や意欲が高まった

とのコメントが多くみられた。平成15年度から研修

を行っているが、近年は年間10施設前後に研修を行

い数百名の参加を得ている。スケジュールが依頼施

設の希望と合わない場合には、翌年に実施できるよ

うに調整した。14年間で複数回出前研修を実施した

施設もあり、そのような場合には内容の重なりや繰

り返しを避けるために、当該施設からも発表してい

ただくなどの工夫をした。介護福祉施設からの依頼

は平成24年度から実施している在宅医療・介護の環

境整備事業実施研修への受講にもつながっている。

② 医療従事者向けHIV専門外来2日間研修

平成28年度は、医療従事者向けHIV専門外来2日

間研修を3回（9月、10月、11月）実施した。研修

内容は、専門外来の診察見学、HIV診療に関連する

検査室や病棟の陰圧個室などの施設見学、講義や討

論（医療体制、HIVチーム医療、HIV感染症の基礎

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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表1　HIV/AIDS出前研修（平成28年）

表2　HIV/AIDS出前研修の年次別状況
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知識、ARTと服薬支援、感染防御とスタンダードプ

リコーション、HIV感染者の看護、口腔ケア、栄養

学的サポート、カウンセリング、社会資源の活用、

NGOとの連携など）を行った（表3）。研修終了後

には、受講者それぞれが目標達成度の評価を行い、

今後の課題を検討した。表4に、HIV専門外来2日

間研修の年度別実績を示す。年度別に、回数や参加

人数に増減はあるが、毎年研修依頼があり調整の上

実施している。平成28年度は1回の研修につき受講

者を5〜6名受け入れた。14年間で50回の研修会を

行い、延べ84施設から152人の受講者を受け入れた。

③ 医療職種別HIV/AIDS連絡・研修会

当 ブ ロ ッ ク で は 、 平 成 9 年 よ り 医 療 職 種 別

HIV/AIDS連絡・研修会を定例化し、拠点病院や一般

協力病院との連携を深めている。平成28年度の職種

ごとの連絡・研修会の一覧を表5に示す。平成28年

度は10回（7職種）の連絡・研修会を開催した。そ

れぞれの連絡・研修会では、外部から特別講師を招

き、幅広く情報を集めた。

④ 北陸HIV臨床談話会

平成28年度北陸HIV臨床談話会は、8月6日に富

山県立中央病院（富山県中核拠点病院）において開

催し、87人の参加を得た。日和見合併症に関する症

例報告が2例、地域連携・療養支援についての症例

報告が2題、HIV/HCV重複感染についての報告が1

題、曝露後予防対策についての報告が1題、老後の

不安に関する調査報告が1題あり、計7演題につい

て討論した。また、ブロック拠点病院からは「北陸

ブロックのHIV/AIDSの現状と課題」を報告し、富

山県立中央病院泌尿器科医長の川口昌平先生に「男

性におけるパピローマウイルス（HPV）感染症につ

いて」と題した特別講演をしていただいた。

⑤ アンケート調査結果やエイズ動向委員会報告など

から得られる北陸ブロックの現状と課題

北陸ブロックでのHIV診療の実情を把握するため

に、毎年9月に全ての拠点病院と協力病院にアンケ

ート調査を実施しており、その結果を示す。図 2

に、施設あたりの診療患者数（横軸）別にみた医療

施設数（縦軸）について平成26年から平成28年の

3 年分の状況を示す。北陸で診療を受けている

HIV/AIDS患者は、この調査でほぼ全員把握されて

いると思われるが、中核拠点病院など積極的に診療

を行っている施設と定期受診者が無いまたは極わず

かの施設の二極化が示唆される。図3に、北陸ブロ

ックにおいて現在診療を受けている患者数を、感染

経路別に示す。近年同性間感染が半数以上を占めて

いる。図4は平成16年度からのHIV感染者における

死 亡 患 者 数 と 死 因 を 示 す 。 平 成 25 年 度 以 降 、

HIV/AIDS関連の悪性腫瘍や日和見感染による死亡

例は1例のみで、心血管疾患や肝不全等の併発疾患

による死亡が大多数を占めている。

図5に、北陸3県における保健所等でのHIV抗体

検査件数の推移を示す。少し前まで増加傾向にあっ
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表3　HIV/AIDS専門外来2日間研修（平成28年）

表5　医療職種別HIV/AIDS連絡・研修会（平成28年）

表4　HIV専門外来2日間研修の年次別状況

HIV 44 6 2 5

30

30

90

13

35

46

7 2 6

HIV/AIDS 25 8 6

24 9 1 3

8 11 25

1 2 0

1 2 1

2 5

2 1 4

2 1 9
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図2　診療患者数別にみた施設数

図4　HIV感染者の死亡者数と死因の年次推移

図3　北陸3県のHIV/AIDS患者数年次推移（感染経路別）

たHIV検査件数は、3県とも平成20年をピークに減

少し、特に平成26年以降はその程度が著しい。

図6に、北陸ブロックで診療を受けているHIV感

染者の人数、抗HIV薬治療（ART）を受けている人

数とその割合を示す。ART を受けている人の割合

は、58.3％（平成18年）から95.2％（平成28年）へ

と大きく増加している。表 6 に、北陸ブロックで

ART を受けている 216 名の薬剤の組み合わせを示

す。合計25通りの組み合わせが報告されたが、そ

のうちの153人（70.8％）ではインテグラーゼ阻害

薬をキードラックとされていた。

詳しくは別紙の北陸ブロック内のHIV診療の現況

を参照されたい。

図5　保健所等におけるHIV抗体検査件数の推移（北陸）

図6　抗HIV治療（ART）中の患者数の推移

表6　北陸での抗HIV薬の組み合わせ（H28）
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D．考察

① HIV/AIDS出前研修は平成28年度は12回実施

したが（表1）、毎年5〜10件程度の研修依頼が来

ている（表2）。介護福祉施設からの依頼は、平成

28年は6件に増加した。出前研修が平成24年度から

始まった在宅医療・介護の環境整備事業実地研修の

受講のきっかけとなり、在宅医療・介護者との連携

につながったと考えられた。今後はチーム派遣事業

へもつなげて行くため継続予定である。出前研修前

アンケートの実施により、研修依頼施設職員の

HIV/AIDSに関する知識・認識や、HIV診療への関

心・意欲を知ることができ、それらを研修内容に反

映させた。また、アンケートの実施によって、施設

職員個人の研修参加意欲にもつながったと考えられ

る。研修を依頼した施設全体のHIV診療への認識や

意欲の向上、またチーム医療の充実のために出前研

修を継続してきたが、中核拠点病院体制が定着した

現在、中核拠点病院から周辺の拠点病院や一般医

療・福祉施設などへの出前研修実践に向けての支援

が求められる。ブロック拠点病院として、今までの

経験から得られた情報などを提供して、中核拠点病

院活動を支援を継続したい。

②HIV専門外来2日間研修は、平成15年に看護教

育2日間研修として始められ、平成19年からすべて

の医療従事者向けに広めた。その目的は、診療経験

のない（あるいは少ない）拠点病院の職員に、実際

の現場を見てプライバシーの保護に留意した一般の

診療であることを体感し、HIV/AIDSに関係する事

柄の理解や認識を深め、受講者や指導者らが交流す

ることによりその後の診療連携につなげていくこと

である。14年間の活動で、152名の受講者を受け入

れ、ブロック拠点病院との診療連携につながった事

例もある。拠点病院間の連携や拠点病院と一般医療

施設との連携の可能性も含め、今後もそれらの輪が

広がるよう期待している。専門外来2日間研修を依

頼する拠点病院の数や参加人数は、毎年大きな変化

はなく（表4）、一定の評価と需要があるものと判

断している。今後も研修終了後の評価や提案を検討

し、内容や方法を充実させ、状況や需要に応じて継

続する予定である。平成 24 年度から始まった HIV

感染者・エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事

業実地研修には、平成28年度は6施設から各1名の

参加があった。当ブロックでも介護保険を利用して

いる患者は増加傾向にあり、今後の患者の高齢化を

考慮すると、介護職員への情報提供は必須である。

在宅医療・介護の環境整備事業の実地研修も継続

し、これまでの経験や提案を生かしていきたい。

③ 医療職種別HIV/AIDS連絡・研修会は、それぞ

れの医療職種において原則毎年開催しており、当ブ

ロックにおいては図7に示すように、HIV診療の医

療体制を整備するために重要である。特にカウンセ

リング研修会は各県において開催されるようにな

り、それぞれの中核拠点病院としての活動へつなが

っている。ブロック拠点病院として、中核拠点病院

活動への支援を継続している。他の職種において

も、カウンセリング研修会のように中核拠点病院と

しての活動に発展していくように、その支援もして

いく予定である。職種ごとに状況や課題は異なって

いるので、それぞれの受講者のニーズにあった連

絡・研修会となるように、ブロック拠点病院として

も検討を重ねていきたい。

④ 北陸HIV臨床談話会は、HIV医療やHIV対策

事業に関わる人や患者などが、情報を交換し共有す

る場である。平成13年度に会として立ち上げ、年2

回開催していたが、平成21年度からは年1回、3県

の中核拠点病院の持ち回り開催とした。平成28年

度は、地域連携・療養支援、症例検討や合併する

HCV感染症治療、予後に関する患者の不安調査等

の発表があり、各施設の活発な活動内容を知ること

ができた。「男性におけるパピローマウイルス

（HPV）感染症について」と題して、川口昌平先生

（富山県立中央病院泌尿器科）の講演があり、HIV

以外の性感染症の問題について考える上で、大変参

考になった。この北陸HIV臨床談話会は、職種や施

設を超えた情報の共有や活動の連携のために重要な

会と位置付けている。地域性や職種を考慮した世話

人らと、会の在り方や内容について話し合いなが
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ら、今後もその充実に努めていく。

⑤ アンケート調査とエイズ動向委員会報告から

見えてくる北陸ブロックの現状と課題については、

エイズ動向委員会から報告される患者数の増加と同

様に、北陸ブロック全体やあるいは当院で診療を受

けている患者数も増えており（図1）、特にMSMの

患者数増加が著明になっている（図3）。他ブロッ

クと同様、北陸においても、MSMへのHIV感染予

防介入の重要性は増している。患者がブロック拠点

病院に集中する傾向は変わらないが（図1）、近年

では富山県、福井県の中核拠点病院にも集まりつつ

ある（図2）。中核拠点病院に診療経験が蓄積され

ることは望ましいが、中核拠点病院の政策的活動を

も考えれば、さらなる人的・経済的支援が必要と思

われる。北陸ブロックでのHIV関連死亡例は、患者

総数を考慮すればその割合は少なくない（図4）。

しかし日和見感染症の早期診断やコントロールに習

熟すること、またエイズ発症前にHIV感染を診断す

る検査体制の整備や、市民へのHIV検査受検に向け

た啓発がまだまだ重要である。新しいHIV治療ガイ

ドラインで、ART開始の時期が早められていること

を受け、ARTを受けている患者数も、またその割合

も90％以上に増加してきている（図6）。今後も患

者の服薬を支え、治療成績を向上させ、薬剤耐性

HIVの出現を防止していくことが重要である。ブロ

ック拠点病院としては、新しく承認された薬剤など

の情報も、研修会等を通してブロック内へ周知して

いく必要がある。エイズ動向委員会報告によると、

北陸ブロックにおいても全国の傾向と同様に、平成

21年以降、保健所等での自発的HIV検査件数は落ち

込んでいる。自発的検査件数の減少は「いきなりエ

イズ」比率の増加や、日和見感染症死など不幸な事

例の増加につながる可能性もあり、保健所や自治体

としても十分留意する必要がある。

E．結論

北陸ブロックでは、中核拠点病院の機能が徐々に

発揮されることにより、ブロック拠点病院への患者

集中の緩和や、各中核拠点病院での経験の蓄積につ

ながってきている。ただし、一部の拠点病院をのぞ

いて、治療経験の少ない拠点病院が未だに多く存在

することも事実である。新しい医療体制において多

くの成果を得るためには、中核拠点病院は意識の向

上に努め、それぞれの自治体（県）やブロック拠点

病院は、連携を保ちながら中核拠点病院への支援を

強化する必要があるとともに、さらにそれらを各拠

点病院へ広げていくことが重要である。また長期療

養・在宅ケアの整備、歯科医師のネットワークやこ

れから増加していくと考えられる透析患者の受け入

れ体制の整備も必要である。保健所等での自発的

HIV検査件数が減少し始めた現在、発症前診断につ

ながるHIV検査体制の再検討が必要である。また、

平成26年には1例の自殺による死亡例があった。カ

ウンセリング等による患者へのサポートがより重要

になっている。患者の高齢化だけでなく、医療従事

者の高齢化も無視できず、後継者育成の努力を早期

に始めていく必要がある。
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【HIV感染者/エイズ患者の発生・受診動向と地域

の研修ニーズ】

2015年末時点における東海ブロック各県で把握し

得た拠点病院の定期受診者の概数は愛知県 1,500

人、岐阜県130人、三重県120人及び静岡県360人で

あった。新規未治療受診者数は2013年から2015年

の直近3年間では、毎年、愛知県は約100人、岐阜

県約 20 人、三重県約 10 人、静岡県約 20 人であっ

た。また、エイズ患者の占める割合は、県、年によ

って変動があるがおおよそ30〜50%であった。東海

ブロックにおいては、これらの診療を担っているの

はブロック及び中核拠点病院であり、とりわけ、愛

知県においては名古屋医療センターへの患者集中が

顕著である。

すわなち、岐阜、三重及び静岡県では診療経験の

ないもしくは少ない医療・福祉施設が多い。また、

定期通院者数及び新規未治療受診者数の多い愛知県

であっても、名古屋医療センターの受診集中が顕著

であるが故に、岐阜、三重及び静岡県よりもさらに

HIV感染者への対応経験のない医療・福祉施設が多

い。結果として診断の遅れを反映するエイズ発症者

率が高止まりになっていると推測される。また、

HIV感染者/エイズ患者（以下陽性者）に対応できる

拠点病院以外の医療機関やクリニックが少ないこと

から、要支援・要介護陽性者の地域における受け入

れも後方支援の欠如を理由に進まないことが予想さ

れる。

従って、研修の目的は正しい疾病知識の普及啓発

が第一である。しかしながら、現在、市中の医療・

福祉施設におけるHIV陽性者への関心は低く、能動

的な研修ニーズは高いとは言えない。それに対し、

HIV感染症診療従事者のスキル習得と維持のための

研修の重要度が高いが、必要性あっての参加であり

研修の目標設定と実施も容易である。

ところで、研修の実施主体は、マンパワーと診療経

験から、ブロック拠点がその役割を担うことになる。

A．研修・教育の対象および機会設定の目的

研修・教育の対象は、①初めてHIV陽性者への関

与を考慮している医療・福祉従事者、②すでにHIV

感染症診療に携わっている医療・福祉関係者、③医

療・福祉従事者を含む一般市民や学生である。初め

てHIV陽性者に関わることが確定している医療・福

祉従事者は喫緊の必要性に鑑み第一優先とし、診療

現場における実践的研修機会の提供や該当施設へ出
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名古屋医療センターは、医療・福祉従事者や一般・学生向けに様々な研修会や診療現

場における実習機会を設け、薬害エイズ被害の歴史や最新で正しいHIV感染症に関す

る知識や診療技術の普及に取り組んで来た。

平成28年度、医療体制班によって我が国の拠点病院における優れた抗HIV療法の治療

成績が明らかにされた結果、予防啓発と正しいHIV感染症に関する知識普及の必要性

が高まった。

名古屋医療センターでは教育現場での普及啓発が重要と考え、連携教育施設の養護教

諭の協力を得て研修や実習の企画を立案・実施しその効果を検証した。医療からの最

新で正確な情報提示をもとに、養護教諭や参加学生によって知識が校内、家庭及び地

域に播種されることにより、大きな啓発効果を生むことが示唆された。

研究要旨

東海ブロックのHIV医療体制の整備

分担研究者     横幕 能行
独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター エイズ総合診療部長



張し研修を実施する。診療・支援経験者に対して

は、スキル習得と維持、知識の更新を目的とした研

修を実施する。広く国民を対象とした研修は、正し

い疾病理解のための普及啓発を目的に行い、地域社

会における HIV 陽性者の受容を促す役割を期待す

る。

東海ブロックにおいて研修実施の役割を担う名古

屋医療センターでは、①HIV 陽性者受入をする医

療・福祉施設の少数の受講者を対象とした実践的教

育・講習、②HIV感染症診療に従事している医療・

福祉施設の受講者や医学部学生等を対象とした知識

普及更新のための研修と研修受講者に対する診療現

場での実地実習、③高校生等を対象としたHIV感染

症に関する正しい疾病理解を促すための研修を行っ

てきた。

本年度は、我が国で拠点病院において高いレベル

で抗HIV療法が実施されていることが示されたこと

を受け、早期検査実施と差別偏見の解消のために重

要度が増すと考えられる教育現場における知識普及

啓発のための研修について、その実践内容を紹介す

るとともに成果及び課題を検証する。

B．研究方法

対　象：岐阜県立大垣北高等学校の1年生を中心と

する全校生徒

テーマ：HIVを“みる” 

基　礎：遺伝子をみる、検査でみる、細胞をみる

臨　床：症状をみる、日本の診療レベルをみる、

社会の反応をみる

方　法：保健委員の活動支援、インターン研修、

SGH*研修会、SGH講演会

内　容：HIVに関する基礎、臨床、社会医学等の事

項全般

*SGH: スーパーグローバルハイスクール（Super

global high school: SGH）構想

研　修：

1）当院で毎年実施される医療従事者向けの多職種

合同研修会

2）保健委員の代表に対するHIV感染症診療現場で

のインターン研修

3）1年生の希望者（定員30名）に対する名古屋医

療センターSGH研修

4）SGHの国際医療分野の講演会

C．研究結果

1．多職種合同研修会（名古屋医療センター）

名古屋医療センター主催で、毎年、春（基礎

編）、秋（発展編）2回開催する研修会である。対

象は東海ブロックの全医療職、行政担当者、養護教

諭、報道関係者である。午前は全体会、午後は職種

毎に分科会が行われる。多職種の相互理解をはかる

ことを主目的とし、午後の分科会はどの職種も聴講

したい職種の会を選択可能なことを特色とする。

大垣北高等学校の養護教諭と保健委員が春の基礎

編の実習に参加し、生徒は手分けして全職種の分科

会に参加し知見を集積した（図1）。

2．インターン研修（名古屋医療センター）

多職種合同研修会に参加し、分科会での知見を集

積学習した上で、保健委員の代表2名が名古屋医療

センターのHIV感染症診療分野の実習に参加した。

実際の外来診療の場の同席、他職種の面談への同

席、病棟回診、基礎部門の見学など、医療・福祉従

事者向けの実習プログラムを提供した。臨床スタッ

フへのインタビューも行ってチーム医療の重要性の

理解を深めた。

帰校後に他の保健委員への伝達講習が行われた結

果、文化祭でHIV感染症に関するブースを設営する

ことになった。地域の中核・拠点病院、保健所へ訪

問学習が行われ、文化祭では啓発資材の作成と保健

所検査室の再現・体験コーナーが設置された。文化

祭当日は生徒以外に多数の教諭、保護者が来場し、

生徒からHIV感染症の最新知識得る有意義な機会と

なった。

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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図1　教育機関と医療機関の連携構築
一般に医療機関から教育機関にHIV感染症/エイズの知識普及啓
発のための活動の許可を依頼してもうまくいかない。養護教諭
など教育機関側に医師のカウンターパートを得て、教育機関の
責任者（多くは校長）との良好な関係を構築することが重要で
ある。教育機関でのHIV感染症/エイズの知識の普及啓発の意義
に対し理解を得て、教育機関から医療機関に対して依頼がない
と、継続的に活動を展開することはできない。今回のケース
も、まず、施設からの依頼を受けて名古屋医療センターでの多
職種合同研修会に養護教諭と生徒が参加という形式をとった。
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3．SGH研修会（名古屋医療センター）

主に医療系学部進学希望の1年生30人（限定）を

対象に名古屋医療センターで実施した。夏休みの午

前・午後それぞれ 2 時間、基礎・臨床入替制で研

修、実習を行った。昼食時は参加者と医療者・基礎

研修者との対話の時間とした。ベッド（HIV 診療

科）とベンチ（臨床研究センター感染免疫研究部）

が充実して並立する名古屋医療センターの特色を活

かし、複製機構や薬剤耐性獲得の仕組みの理解、創

薬の試みから、血友病の薬害から始まった我が国の

HIV感染症の歴史の理解、抗HIV療法の実施方法の

理解及び実際に治療中のHIV陽性者との対話など、

多職種、多分野、基礎臨床一体となった現代医学の

現場の実際を、HIV感染症を通じて知る機会を提供

した。

4．SGH講演会（大垣北高等学校）

10月に2回、1年生320人全員を対象に国際教育、

比較教育、国際ビジネス、環境・エネルギー、国際

医療の5分野の合同講演会が行われた。1回80分の講

義を1人2課題を選択して聴講する。当院は「国際医

療分野」を担当した。「エイズ等の感染症研究や日

本の医療 対策が、東南アジアの発展に如何に役立つ

か」について基礎、臨床双方の観点から講義し、多

数の聴講者を得た。父兄の聴講希望者もあった。

今回の一連の実習の効果は生徒のみにとどまらな

かった。保健委員会の活動を支援した養護教諭の呼

びかけにより、岐阜県西濃地区高等学校教育研究会

保健部会合同研修会でHIV/AIDSに関する研修が行

われた。その結果、平成27年度より岐阜県西濃地

区全高等学校で HIV/AIDS に関する講義が開始さ

れ、岐阜県西濃地区の全ての高校生に最新のHIV感

染症に関する知見が提供されることになった。HIV

感染症に関する講義で養護教員がティーム・ティー

チング（Team Teaching: TT）へ関与することによ

り、養護教諭と体育教諭が相互のスキルを認識し、

連携が強化されることによって講義内容が充実した

（図2）。

D．考察

一人の養護教諭の発案で始まった取り組みであっ

たが、保健委員によってHIV感染症の知識が文化祭

を通じて全校生徒やその保護者及び教諭にも伝達さ

れることになった。その結果、生徒及び教諭のHIV

感染症への興味が高まり、名古屋医療センターの

SGH事業への参画に繋がった。SGH研修への参加

希望者は年々増加し、近年は定員枠を増やして対応

している。SGH講演会も2回合計で100人以上の参

加を得ている。この取り組みを通じ、多くの生徒が

HIV感染症に関連する最新の知識を得て、家庭での

知識の播種が起これば、一疾病としてのHIV感染症

の理解が進むことが期待される。

なお、同様の試みは他県の特別支援学校でも行っ

ているが、教育現場と良好な連携関係を構築するこ

とで同様の効果が得られている（図3）。

研修効果の確認のための成果の設定等は重要であ

る。名古屋医療センターでは、双方向性の研修のた

めにトータライザー（クリッカー、アンサーパッ

ド）を導入したが、研修内容の理解度を繰り返し定

量的に解析することができ、短期的な研修効果確認

に有用であった。
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図2　教育機関から地域への展開
大垣北高等学校の養護教諭によって、岐阜県西濃地区高等学校
教育研究会保険部会でHIV感染症/エイズの講習会が行われた。
最新かつ正しい知識普及の必要性が認知され、校長を通じて教
育委員会に地域での授業展開が提案された。その結果、平成27
年度より岐阜県西濃地区の全高等学校で養護教諭と体育教諭が
連携してHIV感染症/エイズに関する講義が始まった。

HIV/AIDSHIV/AIDS

図3　教育機関との連携での留意点
教育現場のニーズは健康維持（疾病予防）で、医療の主な役割
は研究・診断・治療である。医療側がHIV感染症の診断治療や
性的少数者の話題を医療側の観点のみから伝えても、生徒の数
%への訴求にとどまり打ち上げ花火的な効果しか得られない。
教育現場での展開に先立ち、教育現場での普及啓発の原則、ニ
ーズ、施設固有の状況について十分に理解し、介入後に教育現
場において継続的な効果・展開が行われるように準備を行う必
要がある。教諭と医師の仲立ちに養護教諭が果たす役割は大き
い。



長期的効果の確認は、例えば研修実施施設での

HIV陽性者の受け入れ開始や研修受講者のHIV感染

症診療への従事等を以って行うことで実施可能であ

るが数値目標の設定は困難である。多くの研修が行

われる一方、HIV陽性者の社会・医療福祉施設での

受入状況が改善しない状況を鑑みると、今後、最低

限、研修受講者の所属先での伝達講習の実施状況な

ど一定の追跡調査行われるべきであり、現在、方策

を検討している。

HIV感染症に関する研修の対象は学生・一般市民

から多種多様な医療者まで多様である。研修実施者

は、現在、主にブロック拠点病院の医療従者等が担

当しているが、異動等で担当者を固定することは困

難である。このような状況を考えると、例えば、研

修で用いる資材・スライドの共通化や理解度確認の

ための全国共通設問の設定は、全国で行われている

研修の質の担保と均てん化のために検討すべき事項

と思われる。

E．結論

HIV感染症の的確な予防行動と早期発見早期治療に

つなげるHIVスクリーニング検査の受検行動を促すた

めの意識向上に、今後、中高生など若い世代に向け

た正しいHIV感染症に関する知識の普及啓発の重要度

が増す。養護教諭を教育現場のカウンターパートと

し、連携することで大きな啓発効果を期待すること

ができる。医療・福祉従事者の育成とスキル維持の

ための診療現場での実習を基本とした研修機会提供

とともに、一般社会におけるHIV感染症及びHIV陽性

者に対する差別偏見の解消と適切な予防行動や受検

行動の促進のため、医療（厚生労働省）と教育（文

部科学省）が適切に連携した教育現場における研修

機会提供を積極的に推進することが望ましい。

また、研修の質の担保と均てん化のため、研修効

果の定量化の方法を検討すべきである。

F．健康危険情報

なし
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【HIV感染者/エイズ患者の発生・受診動向と地域

の研修ニーズ】

近畿ブロックには、全国の都道府県で 2 番目に

HIV感染者・AIDS患者の報告数の多い大阪府があ

り、エイズ診療ブロック拠点病院（以下ブロック拠

点病院）、中核拠点病院に患者の集中傾向がある

が、各府県では中核拠点病院が中核となり診療が円

滑に行われるようになってきている。その一方で、

HIV感染症患者の一般医療への需要があり、拠点病

院に加えて、一般の医療施設の参加が必要な状況で

あることが明らかになった。長期療養が必要なHIV

感染症患者が、安心して療養できるような診療体制

の整備が必要と考える。今後は、拠点病院のみなら

ず二次医療機関との連携および研修会も必要である

と考える。

A．研修・教育の対象および機会設定の目的

近畿では、ブロック拠点病院だけでなく、中核拠

点病院にも患者の集中傾向があるが、中核拠点病院

は各府県のHIV診療における文字通り中核として診

療が行われるようになってきた。HIV感染症診療の

質の変化に伴い、透析クリニック、精神疾患や要介

護患者の受け入れ施設などが少ない事は新たな課題

となってきており、この様な変化に伴った診療上の

種々の課題に伴った研修会の実施が必要である。

B．研究方法

研修・教育に用いた資材は添付の通りである。

C．研究結果

平成28年度の研修会実施実績は添付の通りであ

る。中核拠点病院および各自治体でも研修会が企

画、主催された。今後も各病院が共通して抱える課

題の解決に向けて、長期療養病院や精神科病院の

他、在宅療養を担当する医療スタッフ、歯科医療機

関、透析専門病院、若手医師への研修会などを実施

していく必要がある。

D．考察

研修・教育効果の評価方法と課題について、近畿

平成28年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）
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近畿ブロックには、全国の都道府県で2番目にHIV感染者・AIDS患者の報告数の多い

大阪府があり、エイズ診療ブロック拠点病院（以下ブロック拠点病院）、中核拠点病

院に患者の集中傾向がある。本研究の目的は、近畿ブロックの HIV診療レベルの向上と

連携強化、歯科や精神科疾患、救急医療、透析医療、長期療養の診療体制の整備など

の課題の解決に資することにある。方法は主に、（1）「近畿ブロックにおける中核拠

点病院打ち合わせ会議」の開催、（2）研修会の企画および実施である。

各府県では中核拠点病院が中核となり診療が円滑に行われるようになってきている。そ

の一方で、HIV感染症患者の一般医療への需要があり、拠点病院に加えて、一般の医

療施設の参加が必要な状況であることが明らかになった。今後は、長期療養が必要な

HIV感染症患者が、安心して療養できるような診療体制の整備が必要と考える。

研究要旨

近畿ブロックのHIV医療体制整備

研究分担者     白阪 琢磨
(独) 国立病院機構大阪医療センター　臨床研究センター
エイズ先端医療研究部長



ブロックでは中核拠点病院や行政が積極的に研修会

を開催し、一般医療機関や施設のほか、各職種に向

けた研修会が数多く開催された。しかし、一般医療

機関や長期療養施設の受け入れが進んだとは言え

ず、HIV感染症が治療による予後の著しい改善に伴

う慢性疾患であるという認識の周知と、改善に向け

たさらなる取り組みが必要と考える。

受け入れを躊躇する要因のひとつとして、抗HIV

療法を継続するための経営上の問題（抗ウイルス薬

は包括外で算定できるとしても、デッドストックの

問題、針刺し曝露後の予防内服薬の配備など）か

ら、事前の相談の段階で受け入れが進みづらい状況

があるし、精神、救急などに課題がある。

診療の裾野を広げるためには、HIVの針刺し曝露

への対応について周知をはかり、予防内服の配備の

体制整備も必要である。自治体ごとで運用は異なる

が、府県から各施設への配置が多かった。

E．結論

近畿ブロックでは、中核拠点病院が各府県のHIV

診療の中核を担うようになってきていた。今後もブ

ロック全体で質の高い診療を続けるためには、人材

の育成、病院間連携の強化が必要と考えた。歯科診

療、精神科疾患、長期療養、透析、救急医療の診療

体制の整備も重要な課題である。引き続き、拠点病

院間の連携の強化、専門医の育成、さらに一般診療

医との密な連携を伴ったHIV診療体制の構築が必要

である。

F．健康危険情報

なし
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A．研究目的

本研究の目的は中国・四国地方のHIV感染症の医

療体制の整備のために、研修会の開催や教育資材の

開発を行うことにある。またそれらを通じて、ケア

提供者の資質の向上を図ることである。

B．研究方法

研修会に関しては、その参加者数と前年度の比

較、参加者アンケートなどを集計し解析した。解析

の際に、個人情報と思われる項目を除いた。これを

もって倫理面の配慮とした。教育資材は、日常診療

における患者の声あるいはブロック内の医療従事者

のニーズ等に加味し、作成した。

C．研究結果

［1］ブロックでの教育研修

1-1．医師を対象とした研修会

開催日：2015年7月19日、場所：広仁会館（広島

大学霞キャンパス内）、参加医師：広島県内7人。

研修会全体の評価は、「よい」もしくは「非常に

よい」と答えた者が100%であった。評価の高い内

容は、例年「告知の場面」のロールプレイであった

が、今年は「HIV感染症の基礎知識」と題した基調

講演と、「ワークショップ」であった。講演者は南

奈良総合医療センターの宇野健司先生であった。ま

たワークショップは、HIV感染症による症例検討を

グループで行い、患者の診断及び治療方針をまとめ

ていくものである。また研修内容が今後の診療に役

に立つかと、同僚や後輩医師へ参加を勧めたいかと

の質問には、両方とも全員がそれぞれ「役に立つ」

「ぜひ勧めたい」と答えた。

1-2．歯科医師を対象とした研修会

1）拠点病院勤務医師及び歯科医師会向け研修会

開催日：2016年11月6日、場所：岡山コンベンシ

ョンセンター、研修参加者は歯科医師・歯科衛生士

併せて計55人であった。県歯科医師会からは、愛

媛、徳島、高知、島根、鳥取、山口、広島から参加

があった。徳島県からは、歯科医診療ネットワーク

構築に向けた取り組みが報告されたが、まだ医師会

の理解が不十分であることより、今後も取り組みが

必要とのことであった。また広島県の診療ネットワ
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中国四国地方のHIV感染症の医療体制の整備を行うにあたり、職種別研修会を行って

いるが、“研修後の成果の評価の不足”が指摘されている。そのため、まず看護師向

け研修のフォローアップ目的として、「中核拠点病院等看護師連絡会議」を立ち上げ、

研修後の現状等について検討した。また患者の高齢化に伴い、拠点病院以外の “慢性療

養保有病院”や“介護・療養型施設”にも、患者受け入れを働きかける目的で“出前

研修”を再構築した。研修対象施設も今年度は“就労支援施設”にまで拡大した。ま

た一方で、受診中断者に注目し、患者に定期受診や服薬アドヒアランスを促し、かつ

一人でも自立支援医療を申請手続きができるためのスマートフォン用の専用アプリを

開発した（名称：せるまね）。b版は概ね好評であったため、さらに改良を重ねて正式

にリリースした。今後患者に配布していき、その効果を検証する予定である。

研究要旨

中国四国ブロックのHIV医療体制整備

研究分担者     藤井 輝久
広島大学病院　輸血部　准教授、エイズ医療対策室　室長



ークも再構築を行ったところ、むしろ過剰なため、

少し診療歯科医を整理した旨の報告があった。

2）一般歯科医向け研修会

開催日：2016年12月4日、場所：三原シティホテ

ル（三原市）、研修参加者は8人であった。しらか

ば診療所の井戸田一朗先生の講演は好評で、参加者

の評価は高かった。

1-3．拠点病院に勤務する看護師を対象とした研修会

（広島大学病院内で開催）

1）基礎コース（2回）

開催日：2016年6月6〜7日、7月6日〜7日。参加

人数は2回の合計で27人。

研修後アンケート調査を実施したところ、研修全

体の評価は7点満点中平均6.4で昨年と同じであっ

た。プログラム内容別の評価は「外来見学」が平均

6.2、「MSMの患者の体験談」が6.1と高かった。

自分の価値観を知るためのワークショップは5.2で

あり、セッションの中で最も低かった。しかし、全

てのセッションで内容は平均5を超えており、概ね

好評であった。今後、この研修成果を役立てること

が期待された。

2）中核拠点病院等看護担当者連絡会議

（通称：HIV担当看護師ネットワーク会議）

開催日：2016年11月3日、参加人数は13人。対

象者は、中国・四国ブロックの中核拠点病院でHIV

感染者の看護の経験がある者または担当看護師とさ

れている者とした。全員が本院またはACC、大阪医

療センターの研修を受講した経験があった。本年度

より新たに立ち上がったもので、そのため、例年行

っているアドバンストコースは、今年は行わなかっ

た。目的は、研修参加者が研修の内容をその後生か

しているかどうか確認すると共に、各病院で起こっ

ている問題点を話し合う場の提供とした。

参加者より、今後も継続で行うよう要望があり、

次年度より当番制で各拠点病院にて行うこととし

た。なおこの度、鳥取の中核拠点病院である鳥取大

学の参加はなかった。

1-4．中国四国ブロック内の拠点病院に勤務または

その院外薬局の薬剤師を対象とした研修会

開催日：2016年7月30日〜31日。場所：センチ

ュリー21（広島市内）。参加者は44人（内、院外

薬局薬剤師3人）で、他ブロックからも13人の参加

があった。

アンケート結果にて、少ない症例経験を補うため

の症例検討を望む声が多かったこと、思考型症例検

討が非常に好評であった。また医師･看護師の研修

会には参加しないが、薬剤師のみ研修会に出席して

いる病院も多く、モチベーションを維持する研修内

容であった。

1-5．ソーシャルワーカーを対象とした研修会

開催日：2016年8月27日〜28日、場所：TKP岡

山カンファレンスセンター（岡山）、参加者数は31

人。対象者はブロック内のエイズ拠点病院に勤務す

るワーカー及び地元の拠点病院以外のワーカーと

し、1日目は研修会、2日目は会議として各拠点病

院の現状報告と、難渋事例の検討会を行った。

研修会では「HIVに関する基礎講義」と共に「血

友病薬害被害者手帳」について、薬害被害者と厚労

省担当者から説明がなされた。質疑応答では細かな

点が議論され、少なくとも参加者の病院においては

適正な運用がなされることが期待された。各拠点病

院の現状報告では、香川県立中央病院では中核拠点

病院である香川大学よりも数倍多くの患者を診療し

ている実態が明らかとなった。また島根、鳥取県は

中核拠点病院からの参加がなかった。

1-6．心理士（カウンセラー）を対象とした研修会

1）心理職対象HIVカウンセリング研修会（初心者

向け、広島大学病院内で開催）

開催日：2016年10月8日、参加者は15人（愛媛

1、香川 1、島根 2、広島 4、山口 7）。参加対象者

は、中国四国ブロック内のエイズ治療拠点病院勤務

の心理職、派遣カウンセラー、HIVカウンセリング

に関心のある臨床心理士・大学院生などであった。

全員患者のカウンセリング経験はなかったが、研修

終了後アンケートでは、4人を除いた11人が「HIV

感染者のカウンセリング」に興味を持ち、これから

関わっていきたいと回答した。さらにステップアッ

プした研修を受けたいと思うか？　との問いには全

員「思う」と回答した。

1-7．その他

1）四国地方の医師・看護師を対象とした研修会

開催日：2015年9月4日、参加者22人、場所：高

知会館。高知県からの参加が18人と最も多かった。

内容は講義と検査の告知の場面のロールプレイが主

であったが、ロールプレイのディスカッション時間

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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が短いとの声が多かった。全体的には好評であっ

た。

2）心理士・福祉士向け専門研修会（薬剤師向け研

修会と同時並行：広島県臨床心理士会主催）

開催日：2016年7月30日〜31日。場所：センチ

ュリー21（広島市内）。参加者は計8人（心理職5

人、福祉職3人）であった。

3）出前研修

クリニック1件、急性期非拠点病院1件、就労支

援施設1件の計3回行った。共に聴衆者の理解や意

識が高くなり、実際就労支援施設では2人の患者の

受け入れがあった。

4）広島市医師会の研修会

開催日：2016年5月8日。参加者は広島市医師会

各区の代表者1人ずつ。広島市医師会主催の「HIV

相談会」に向けた研修。内容は「HIVの基礎知識」

と「検査結果説明のロールプレイ」であった。

5）全職種を含めた研修会（包括カウンセリングセ

ミナー：広島県臨床心理士会主催）

開催日：2017年2月25〜26日。毎年ブロック内の

中核拠点病院及び広島県の拠点病院のHIVケアチー

ムがそれぞれ問題症例を持ち寄り、多職種でディス

カッションするもの。開催場所も中国四国内で行わ

れる。今年度は関門医療センターが当番施設で、下

関で行われる。例年高評価を得ている。

6）高齢者施設における感染症対策〜ノロウイルス

からエイズまで〜

開催日：2016年9月28日。白阪班（課題克服班）

の出張研修の受け入れを県が行い、開催されたも

の。内容のアレンジや講師の選定などの企画に参加

した。

上記 4）5）6）は、研究分担者が主催ではない

が、プログラム作成やスタッフ提供等に深く関わっ

ており、事実上「共催」である。

［2］エイズ関連の情報提供

2-1．中四国エイズセンターホームページ

     （http://www.aids-chushi.or.jp）

本院主催の会議や研修会の様子を掲載した。また

後述する小冊子の案内や、中国四国地方で行われる

エイズ・HIVに関する研修会、イベントなどの案内

を掲載した。さらに、昨年度よりスマートフォンに

も対応している。多くの閲覧が得られている。

2-2．小冊子・パンフレット等

「HIV検査について〜HIV感染のリスクを考えて

検査を行う医療者のためのガイドブック〜」及び

「初めてでもできる HIV 検査の勧め方・告知の仕

方」をそれぞれ増刷した。

さらに、一昨年発行した「血友病まね〜じめん

と」「これなら大丈夫、HIV感染症プライマリケア

診療ガイド」「知らないままでいいの？　ケツユウ

ビョウのあれこれ」も増刷した。

2-3．患者受診・服薬支援アプリ（せるまね）

HIV患者の中には受診中断・服薬中断をするケー

スがある。患者は孤立しがちだが、一方でネット社

会より情報収集やそれによるつながりを求めている

者も多い。そのため、スマートフォンのアプリの手

助けにより、定期的な服薬や受診を確実なものにす

ることを目的として昨年度開発した。今年度はまず

Apple版をb版としてリリースし、本院受診中の患

者に対して試用してもらった。その際挙がった意見

を元に改良し、Google Play版と共に正式リリースし

た。他病院受診者にも使用できるように、ホームペ

ージにQRコードを掲載する予定である。

D．考察

研修については、例年通り各職種別に年最低1回

は行っているが、その効果を検討する機会がなかっ

た。この度看護師対象の研修が、各職場で生かされ

ているか否か、検討するために、中核拠点病院等看

護担当者連絡会議（通称：HIV担当看護師ネットワ

ーク会議）を立ち上げた。その中でのディスカッシ

ョンでは、患者数が少ないため「専任」になれな

い、看護部のローテーションで例外が許されていな

い、など、各施設で「HIV専任看護師」が育ちにく

い状況が明らかとなった。しかし、一方で研修を受

けた看護師のモチベーションは高く、難渋例のディ

スカッションには非常に真剣に取り組んでいたし、

看護師の視点からアイディア等も多く出された。参

加者からは継続の希望も強く、今後も継続して行

い、施設間のコミュニケーションを増やしてモチベ

ーションを保つ努力をすべきと思われる。

医師については、非常に厳しい。どの施設も医師

不足のあおりを受け、「HIV感染症」まで手が廻っ

ていない状況で有り、興味を持つ以前の状態に追い

込まれている。後期研修医終了直後の若手医師を対
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象に行っていた研修も、参加者が漸減し現在では年

齢制限は撤廃しているが、それでも研修参加者は少

ない。「がん治療拠点病院」では、在籍する医師の

90%以上が2日間の研修を履修しなければならない

とされているが、「エイズ拠点病院」を維持するた

めには、同様に強制力のある条件を新設する時代に

なってきているのかも知れない。しかし、一方で患

者の予後が改善し、治療も単純化しつつあるこの疾

患においては、研修の対象を「非拠点病院」や「施

設」にシフトしていき、いずれは「拠点病院への研

修は自らが行う」ようにすべきかも知れない。

昨年は「出前研修」の依頼がほとんどなかったた

め、今年は再構築した。つまり、研修施設側に、講

演者を呼ぶ費用負担をなくし、より気軽に申し込み

をしていただくようにした。しかし、それでもあま

り件数は増加していない。その原因はひとえにアナ

ウンス不足もあるし、また患者数の増加による日常

診療に尽きる。県の担当課を通じて宣伝をすること

を依頼しているが、人手不足のせいか動きが悪く、

このままでは周知すらされない可能性がある。担当

課のみならず、他の課あるいは局レベルで連携を取

っていく必要がある。

高齢化する患者は、急性期病院であるエイズ拠点

病院より慢性期の診療にあたる慢性療養病床保有病

院、施設、在宅へと、その医療がシフトしていく。

非拠点病院や施設（透析、介護、身障者）では、ま

だエイズに対する知識と意識が低く偏見も根強い。

こういった医療、介護施設にもこの地域のHIV感染

者・患者が安心して不当な差別を受けることなく、

安心して医療、介護を受けられるようにしなければ

ならない。

E．結論

ブロック内のエイズ拠点病院に対する研修は漫然

と同じ内容を繰り返さず、その効果を検証すること

が求められている。一方で、非拠点病院や施設の医

療従事者に対しては、正しい知識を広め、患者の受

け入れ拒否がないよう、小冊子を作成して非専門病

院・施設に配布し、かつ「出前研修」を頻繁に行う

ことで理解を促していく必要がある。そのためには

県担当課等との連携を密にする必要がある。
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特になし
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【HIV感染者/エイズ患者の発生・受診動向と地域の

研修ニーズ】

昨今東京、大阪などの大都市部を中心に新規HIV

感染者は減少傾向になってきているが、平成27〜28

年の九州ブロックは感染報告数の増加にブレーキが

かかっていない。逆にエイズ発症例の報告の増加を

認め、ブロック拠点病院である九州医療センターに

おいても平成28年新規感染患者の約半数がエイズ

発症例である（図1）。このことは九州ブロックに

おいては他のブロックと違い、感染拡大が依然進ん

でいるだけでなく、発症前に受検する感染者の減少

を示唆しており、検査促進のための予防啓発が不十

分であることが原因として考えられる。自らの感染

を知らない患者が増加している可能性も大きく、今

後さらなる感染拡大が危惧される。

また昨今の感染拡大の一因として感染者のTurism

がある。特に昨今外国よりの渡航者、そして外国へ

の日本人渡航者が増えたことによりアジア、特に中

国や東南アジアで感染したと考えられる日本人およ

び外国籍の患者も増加している。当院でも日本国内

のMSMで主に流行しているサブタイプB以外のサ

ブタイプ感染例が増加している（図2）。
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本研究の目的は地方ブロックにおける HIV 医療の問題点とその解決法を探ることであ

る。地方においても昨今の HIV 医療の進歩による患者高齢化等に伴う介護、慢性期医

療等の必要性が増えてきており、地域連携の構築の促進が必要となってきている。特

に感染から 30 年以上経つ薬害被害者は年齢的にも高齢化しつつあり、先端的医療だけ

でなく慢性期医療や福祉介護など喫緊の課題となってきている。本研究において九州

ブロックでは、薬害被害者の現状把握とともに特に慢性 期医療や介護などとの連携促進

を図った。 さらに以前より継続してきたブロック内における HIV 医療の均てん化のた

め、各中核 拠点病院、拠点病院の研修も行った。

研究要旨

九州ブロックのHIV医療体制整備

研究分担者     山本 政弘
（独）国立病院機構九州医療センター
AIDS/HIV総合治療センター　部長

図1　九州医療センターにおける新規感染者判明契機 図2　サブタイプB以外のサブタイプ（env領域）



また新規患者の年齢分布をみてみると昨今は以前

と比べて高齢化する傾向がある（図3）。特に80代

などの新規患者も珍しくなくなってきている。さら

に治療の進歩により長期生存が可能となった現在で

は、再来患者の高齢化が進行しており、当院でも数

年後には再来患者の半数が50歳以上になると予測

される。さらにHIV感染に伴う老化の進行（prema-

ture aging）も関与して、認知機能障害、生活習慣

病、腎機能障害、癌などの合併症が増加している。

それに伴いHIV以外の専門病院、二次病院、介護施

設などの必要性が増しているが、知識が十分に普及

していないことなどもあり、患者受け入れが未だ不

十分である。地域においてはHIV専門病院（拠点病

院）における研修のみならず、HIV 以外の専門病

院、二次病院、介護施設への研修ニーズが増大して

いる。

A．研修・教育の対象および機会設定の目的

1．長期療養に伴う問題点を解消するために

以前より長期療養に伴う地域連携の必要性が指摘

され、地域の専門病院、二次病院、介護施設などへ

の各種研修が試みられてきたが、地域でのネットワ

ーク構築は未だ不十分な部分が多い。そのため、平

成26年度より各種研修における効果を検討し、戦

略的にネットワーク構築することを試みており、今

年度も継続した。またこれらのノウハウを各拠点病

院、中核拠点病院へ広げ、ブロック全体として地域

連携を構築することを試みた。

（1）施設長などを対象とした研修会

最も一般的であり、こういった研修会を中心に

ネットワーク作りを行っている地域もある。研修後

のアンケートなどでは多くの理解を得ることがで

き、その場でネットワーク構築できるメリットはあ

るが、施設長が理解を示しても職員の反対により結

局患者受け入れ拒否ということが多い。

（2）対象となる施設の全職員を対象とした出前研修

やはり施設長だけでなく、全職員の理解を得る必

要があるため、対象施設へと医療チームを派遣し、

研修を行った。しかしながら一部には知識として理

解はできても感覚的に受け入れを拒否しているスタ

ッフも存在し、これが施設としての受け入れ拒否に

つながることが考えられた。

（3）実地研修

そこで特に出前研修後も知識として理解できても

感情的に受け入れが困難な職員を対象として、拠点

病院で実際の患者ケアの見学を含めた実地研修を行

い、拠点病院にても患者ケアは特別なことは必要な

いことを「実感」してもらう研修を行った。この研

修の効果については今後の解析が必要であるが、地

域におけるネットワーク構築は大きく前進しつつあ

る。

B．研究方法

（研修・教育に用いた資材＊1）別紙参照

C．研究結果、D．考察

（実施実績＊2）　別紙参照

（研修・教育の効果）

（研修・教育効果の評価方法と課題について）

研修・教育の効果をみるための評価方法には2つ

の方法が考えられる。ひとつは研修前後のアンケー

ト調査により受講者の意識がどのように変化したか

評価する方法と、もうひとつは実際に受け入れ施設

が増加し地域連携が進展しているか評価する方法で

ある。

1）研修前後のアンケート調査

平成28年に九州医療センターが行った出前研修

11回をのべ270名が受講し、247名から回答があっ

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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た。その結果図4に示すごとく、72%が研修前後で

HIV感染症・HIV患者についての理解の変化が得られ

たが、HIV患者を担当することが可能、または施設が

HIV患者を受け入れることが可能と回答したのは約半

数にとどまった（図5、6）。このことからも知識の

普及だけでは受け入れ促進は困難なことが伺える。

2）受け入れ促進の実績

知識の普及だけでなく「実感」してもらう実地研

修をさらに加えることによって受け入れが促進され

る。図7にあるように実績として受け入れ可能な施

設が増加し、その種類も幅広くなってきている。ま

た実際に介護サービス等を受ける患者数も図8のよ

うに増加している。

3）課題

上述したごとく戦略的に段階を踏んで研修を行う

ことによって少しずつではあるが患者受け入れ施設

を増やすことができている。その一方これらの受け

入れ施設のほとんどは当院周辺のみであり、現状で

は他地域まで手を広げることは困難である。もちろ

んブロック拠点病院周辺だけでなく、ブロック内全

域で同様の受け入れ促進が必要であることは論を待

たない。そこでこれらの研修ノウハウを各拠点病

院、中核拠点病院へ広げ、ブロック全体として地域

連携を構築することを試みた。具体的には各拠点病

院にてHIV患者の地域連携促進目的で行うHIV啓発

教育研修（出前研修、実地研修）を企画開催する九

州ブロック内中核拠点病院の HIV 担当 MSW、医

師、看護師（連携業務担当者および啓発研修担当

者）を対象とし、九州医療センターで行っている研

修の実際を学んでもらうHIV啓発教育研修指導者養

成研修を行った。これに伴い九州ブロック内のいく

つかの県では中核拠点病院を中心として地域連携の

ための研修が始まっている。しかしながら中核拠点

病院ではこれらの研修に対する公的な予算措置が不

十分であることが大きな問題であり、このことが今

後の一番の課題であろう。
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図6　患者の受け入れ図5　HIV患者の担当

図4　研修前後でHIV感染症・HIV患者についての理解の変化

図7　HIV患者受け入れ可能施設リスト掲載数 図8　九州医療センターにおける在宅介護福祉サービス利用状況



4）地方におけるエイズ医療均てん化の試み

この研究班では長年種々の方法を用いて格差是

正、均てん化を目指してきており、今年度もブロッ

ク内各県の行政、中核拠点病院、各拠点病院の協力

を得てブロック内のエイズ診療における均てん化を

目的とした研修会を開催した。

（1）均てん化を目指した中核拠点病院連絡会議（中核

拠点病対象）および行政担当者会議

（2）ブロック拠点病院にブロック内各拠点病院職員

を集めて行なう通常の研修会（ブロック内拠点病

院対象）

（3）拠点病院職員実地研修

講演形式の研修会だけでなく、ブロック内拠点病

院職員対象のエイズ診療における実地研修を当院に

て行なった。

（4）福岡HIV保健医療福祉ネットワーク会議

E．結論

長年社会に蓄積されてきたHIV感染症に対する誤

解や差別偏見は一朝一夕に解消されるものではな

く、長期療養時代に伴って必要となってくる地域連

携の促進に大きな足かせとなっている。これを解消

するためには単なる知識の普及だけでなく、戦略的

に段階を追った研修なども必要となる。またさらに

このような研修を地域全体に広げる必要もあり、そ

のための行政の協力なども必要となってきている。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表
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A．研究目的

研究目的としては便宜的に大きく 2 つに分けた

（研究①と研究②）。ただし、両者は関連するもの

であり、ともに歯科の医療体制整備関する研究の目

的である。

研究①

今やHIV感染症が単なる慢性疾患とさえ言われる

状況になり、本来はすべての歯科医院でHIV感染者

が受入れられるべきであろう。しかしながら、全国

津々浦々の歯科医師を啓蒙することは、時間とエネ

ルギーを考慮すれば甚だ困難と言わざるを得ない。

そこで現実的対応として都道府県単位でHIV診療医

療機関とHIV感染者の受入れ可能な歯科医院との医

療連携、つまり歯科医療ネットワークの構築が進め

られてきた。平成13年に東京都にネットワークが

構築されたが、全国的には、進捗状況や認識に温度

差があることが否めない。そこで、研究班として

は、全国均てん化のために関係者（都道府県行政の

HIV担当部署、都道府県歯科医師会、ブロックもし

くは拠点病院の歯科部門）に働きかけ、意識の共有

を目指した。また、歯科医療従事者の養成過程から

の啓発が肝要と考え着手することも目的とした。

研究②

薬害被害者救済の観点からは、HIV感染血友病患

者の歯科医療が適切に確保されなければならない。

しかしながら、観血的処置が多い歯科治療において

は、血友病患者の対応自体が特殊なことである。そ

れゆえ、血友病患者の歯科診療の状況を把握するこ

とを目的とした。
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歯科の医療体制整備に関する研究班はかねてから、HIV感染者の歯科医療の提供のた

めに、各都道府県において歯科医療ネットワークの構築を目指してきた。この活動は

連綿と受け継がれているが、昨年度は現況把握のアンケート調査を行い、今年度はそ

の結果のフィードバックを兼ねて構築を促した。また、やはり昨年度末に作成した

「HIV感染者の歯科治療ガイドブック」を今年度当初に全国の歯科医院に配布するこ

とができた。本ガイドブックは各地での講習会などでも配布テキストとして用いられ、

啓発の持続性に寄与するものと考えている。また、HIV感染者の歯科医療環境の改善

には、歯科医師のみならず歯科衛生士の意識向上も必要である。そこで教育現場の啓

発のため、本ガイドブックを全国の養成学校に配布した。今後、活用状況を追跡調査

していきたい。

救済医療の観点からは、薬害患者の歯科治療状況の点検もしくは改善が必須と考えら

れる。そのため、全国における血友病患者の歯科治療状況についてアンケート調査を

実施した。その結果、多くのHIV感染血友病患者の歯科治療は、拠点病院の歯科口腔

外科や特定の歯科医院などが対応していることがわかった。しかしながら、状況が不

明な地域もあり、細やかな対応を準備する必要があると思われた。  

研究要旨

医科との連携による適切な感染防止および
曝露時対応を含めた歯科診療体制の構築
（歯科の医療体制整備に関する研究）

研究分担者     宇佐美 雄司
（独）国立病院機構名古屋センター　歯科口腔外科　医長



B．研究方法

研究①

1）ブロック別の啓蒙、啓発活動

従前からのブロックごとの活動は基本的に継承し

ている。すなわち、ブロック拠点病院の歯科部門の

代表者等（研究協力者）が各ブロック内の都道府県

に対し、啓蒙のための講演会、研修会や歯科医療ネ

ットワーク構築のための会合を開催する。

2）ブロックHIV歯科医療連絡協議会の実施

平成27年度に引続きグロック単位でのHIV歯科

医療連絡協議会の開催を企画する。本協議会は研究

分担者からエイズ対策政策研究事業の一環として行

うものであることを明確し、開催にあたり参加を依

頼するものとする。構成員としては都道府県行政

HIV医療担当部署、都道府県歯科医師会、ブロック

拠点および中核拠点病院歯科部門の代表者とする。

3）その他

（1）歯科医療従事者養成機関に対する啓発活動

歯科の医療体制整備に関する研究班にて作成した

冊子などを配布し、HIVに関する関心と理解を深め

るための活動を行う。

（2）全国調査結果のフィードバック

前年度実施した都道府県行政および歯科医師会を

対象としたHIV感染者の歯科医療に関する全国調査

結果について、フィードバックし歯科の医療体制整

備を促す。

研究②

1）血友病患者の歯科医療に関する全国調査

「平成27年度血液凝固異常症全国調査報告書」

を基に血友病の診療を行っている医療機関515施設

を対象にアンケート調査を行う。質問事項は血友病

患者の診療状況、HIV感染血友病患者の診療状況、

歯科医療施設との連携の状況、HIV感染者の歯科医

療ネットワークに対する認識などである。また、血

友病薬害被害者手帳の周知状況についても調べる。

（倫理面への配慮）

本研究においては、アンケート調査を含め個人情

報に関わるものは無い。また、学会発表に際しても

匿名性を確保し倫理面での問題はない。

C．研究結果

1）ブロック別の啓蒙、啓発活動

各ブロックの講演会（都道府県単位以上のものに

限る）、研修会等は表1の通りである。内容的には

HIV/AIDS に関する啓発および研修が大部分であ

る。一部の講演会では血友病をテーマにしたものも

あった。今年度はブロック拠点病院のない県におい

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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表1　平成28年度に開催した講演会および研修会（県単位以上のもののみ掲載）
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ても、比較的多くの講習会が開催された。

今年度、歯科医療ネットワークは平成27年度末

に滋賀県において構築がなされた。

2）ブロックHIV歯科医療連絡協議会の実施

（1）東北ブロックHIV歯科医療連絡協議会

平成28年10月22日に仙台医療センターにおいて開

催した。出席者は表2に示す。東北ブロックはHIV感

染者数が少ない県が多いこともあって、従来は同一

県内においても、行政、歯科医師会、中核拠点病院

歯科部門間の情報共有が不十分であったようである。

もちろん、歯科医療ネットワーク構築に関しても必

要性があまり理解されていなかったようである。

本協議会において理解の共有がかなり進んだと考

えている。

（2）東海ブロックHIV歯科医療連絡協議会

東海ブロックにおける本協議会は 2 回目となる

が、平成28年12月17日に名古屋医療センターにお

いて開催した。出席者は表3に示す。愛知県におい

てはネットワークが存在し機能している。静岡県浜

松市でも地区歯科医師会の協力が得られていた。静

岡県全体としても準備が進みつつあった。岐阜県に

おいては中核拠点病院が中心となり、体制作りが進

んでいるようであった。

なお、今年度は2つのブロックでの実施に留まっ

たが、地理的理由から沖縄県単独で同様の協議会を

3月に予定している。

3）その他

（1）歯科医療従事者養成機関に対する啓発活動

「HIV感染者の歯科診療ガイドブック」を全国の

歯科衛生士養成学校（159校）に送付し、教育現場

においてHIV感染症について理解が進むように要請

した。

平成27年に開催された第60回日本口腔外科学会

総会・学術大会において企画されたHIVの歯科医療

についてposter discussionを取り纏めた冊子が、刊

行され全国の口腔外科学会認定、准認定研修施設

（約500施設）に送付された。

（2）全国調査結果のフィードバック

歯科医療ネットワーク構築状況についての全国調

査の結果を、都道府県行政担当部署および都道府県

歯科医師会にデータにて送付した。しかし、認識を

持続していただくために小冊子にまとめ関係者に送

付を予定している。

研究②

1）血友病患者の歯科医療に関する全国調査

平成28年5月にアンケート用紙を515施設に送付

し、回答数は 293 施設からあったが、担当医が退

職、もしくはすでに血友病の診療を行っていないな

どの理由で記載のないものは除外した。結果、286

施設からの回答について分析した。3分の2の施設

では血友病患者数は5名以下であった（図1）。血

友病患者数の多い医療機関ほど、診療しているHIV

感染血友病患者が多かった。ただし血友病患者5名

以下の施設でも、6.3%の施設がHIV感染血友病患者

の診療を担っていた（図2）。歯科治療については
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表2　平成28年度 東北ブロックHIV歯科医療連絡協議会の構成
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表3　平成28年度 東海ブロックHIV歯科医療連絡協議会の構成

  
  

 
 

  
 

 
 

 
  

 
 

  
 

 



多くの施設が依頼（連携）する歯科を有していた。

特にHIV感染者のいる施設では84%が依頼先を確保

していたが（図3）、ほとんどが院内の歯科部門で

あり、次にブロックもしくは中核拠点病院の歯科口

腔外科であった。そして、一般歯科医院との医療連

携は限定的であった。

血友病薬害被害者手帳については、HIV感染者の

診療をしている施設でも6割程度であった（図4）。

D．考察

研究①に関して

HIV感染者の歯科医療に関しては、現実的な対策

として歯科医療ネットワークを構築し対応可能な歯

科医院を確保してきた。長年の啓発活動もありブロ

ック拠点病院の存在する都道府県ではネットワーク

構築はほぼ完了している。おそらく、HIV感染症を

診療しない医療機関の中で、最もHIV感染者の診療

をしている医療機関は歯科医院であろう。しかしな

がら、ブロック拠点病院の存在しない府県では、認

識の温度差は否めない。実際、ブロックHIV歯科医

療連絡協議会を開催すると、歯科医療提供に関する

問題を初めて認識していただける地域も少なからず

あった。そのような状況の中で滋賀県において歯科

医療ネットワークが構築されたことは、平成26年

度頃から当県において積極的に講習会が開催され、

関係者の理解が進んだ成果として特記される。

前年度、「HIV感染者の歯科診療ガイドブック」

作成したことは本年度に効果がみられた。すなわ

ち、講習会の開催が様々な地域に広がった。また、

平成9年に日本歯科医師会が作成した「一般歯科診

療 HIV 感染予防対策」の改訂着手のきっかけにな

り、全国的にHIV感染症を理解しようとする動きに

繋がったといえよう。

さて、救済医療の面からは、HIV感染者の対応の

みでは不十分と推測される。もともと、血友病患者

の歯科治療を担っていた歯科医師が、HIV感染血友

病患者の治療を請け負っていたと。今年度、実施し

たアンケート調査においても、ほぼ推測した通りで

あったが、歯科医療の状況が不明な患者もわずかな

がら存在することも明らかとなった。確かに80年

代とは血友病の治療法も進歩し、血友病患者の歯科

治療の制約も少なくなってきた感がある。しかしな

がら、観血的処置の多い歯科治療ゆえ、血友病に関

する知識の普及をはかることや血友病治療医療機関

と連携する歯科医院の確保も必要と考えた。

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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図4　「血友病薬害被害者手帳」について
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図1　通院している血友病患者数による施設の分類
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E．結論

長年の啓発活動により、HIV感染者の歯科医療ネ

ットワーク構築は徐々に進みつつある。さらにブロ

ックごとの連絡協議会も関係者の認識、情報の共有

に有効であった。今後は本邦における血友病患者の

歯科医療のニーズの把握をし、歯科医療ネットワー

ク構築活動と統合していくことが課題であろう。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表

1．原著論文・著書
1)   宇佐美雄司, 北川善政, 長坂　浩, 高木律男, 宮田

勝, 有家　巧, 吉川博政. 本邦におけるHIV感染者
の歯科医療体制構築について. HIV感染者の歯
科診療ネットワークの構築. P15-17日本口腔外科
学会　2016年3月

2)   宮田　勝, 高木純一郎, 名倉　功, 宇佐美雄司, 坂
下英明. 石川県におけるHIV感染症歯科診療ネッ
トワーク構築について. HIV感染者の歯科診療ネ
ットワークの構築.P28-31 日本口腔外科学会
2016年3月

3)   宇佐美雄司, 菱田純代, 総山貴子, 荒川美貴子, 石原
美信. 愛知県におけるHIV感染者の歯科医療体制
構築の取組み. HIV感染者の歯科診療ネットワー
クの構築.P33-35日本口腔外科学会　2016年3月

4)   宇佐美雄司. 歯科医療従事者のためのAIDS/HIV
感染症の常識. P30-34歯科学研究所インプラント
部会雑誌　2017年2月　

5)   宇佐美雄司. HIV感染症.　知りたいことがすぐ
わかる高齢者歯科医療　永末書店　in press

6)   宇佐美雄司. 院内感染対策と医療曝露.　知りた
いことがすぐわかる高齢者歯科医療　永末書店
in press

2．口頭発表
1)   宮田　勝、高木純一郎、名倉　功、 宇佐美雄

司、坂下英明. エイズ北陸ブロック拠点病院にお
ける歯科のHIV診療体制整備の取り組みの現状
と問題点　—第 2 報—日本口腔科学会学術集
会、2016年4月、福岡.

2)   宇佐美雄司、横幕能行．血友病患者の歯科医療
に関する全国調査．第 30 回日本エイズ学会、
2016年11月、鹿児島．

3)   田村光平、秋野憲一、遠藤浩正、宮田　勝、宇
佐美雄司. 都道府県におけるHIV感染症の歯科医

療体制整備状況の経年比較、第30回日本エイズ
学会、2016年11月、鹿児島．

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1．特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし
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A．研究目的

我が国におけるHIV看護の均てん化を目指す。

B．研究方法

1．ACC/ブロック拠点病院　HIV/AIDS担当看護師

等研修

国立研究開発法人　国立国際医療研究センター病

院　エイズ治療・研究開発センター（以下、ACC）

と8ブロック拠点病院のHIV/AIDSコーディネータ

ーナースもしくはそれに準ずる者が参加する「コー

ディネーターナース会議（6月開催分）で年間計画

を報告する。

資料をもとに全国の人材育成を行う。

（ 資 料 1．平 成 27 年 度 ACC/ブ ロ ッ ク 拠 点 病 院

HIV/AIDS 担 当 看 護 師 等 研 修 日 程 一 覧 表・案 、

資料2．平成28年度　同・案　参照）。

1）場所・時期・期間・内容：研修受講対象者に合

わせ多彩である。

使用教材として医療体制版成果物である、「HIV

感染症看護　基礎研修編 2012 年版・2013 年版・

2014年版」、HIV/AIDSコーディネーターナーステ

キストVer1.0も利用する。

2）募集：各施設で異なるが、郵送、サイト、メー

リングリストなどで情報開示を行う。

3）その他：患者紹介など連携事例が発生すれば、

連携先施設の患者受け入れ準備として随時柔軟

に対応していた。

2．中核拠点病院連絡調整員養成事業

平成24年1月に改正された後天性免疫不全症候群

に関する特定感染症予防指針「第五　医療の提供

一」に記載されている通り、ブロック拠点病院及び

中核拠点病因への配置の推進を目標に、国の事業と

して開始された。

1）① 研修場所　ACCもしくはNHO大阪医療セン

ター

② 研修時期　原則 10 月からだが、ACC は要相

談、分割研修可能。

③ 研修期間　ACCもしくはNHO大阪医療セン

ターで4週間に加え、研修受講生の勤務地である

ブロック拠点病院で2週間の計6週間。 
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本研究では、我が国のHIV看護の均てん化を目指し、研究協力者にエイズ治療・研究

開発センターと全国8ブロック拠点病院のコーディネーターナースまたは実務担当看

護師に依頼し、多彩な研修を開催していた。研修受講生は、拠点病院をはじめ、一般

医療機関や透析などの専門医療クリニックに勤務する医療従事者、さらに保健・福祉・

介護などの分野で患者の療養生活を支える人材の育成も行っていた。研修内容は、HIV

感染症の病態や治療に加え、患者の新たな療養課題（高齢化、長期化）や感染対策・

職業曝露後の対応などの情報も求められた。HIV感染症の知識不足、支援経験不足に

より未だに患者受け入れ体制は障壁がある。さらに医療・福祉分野の離職率は高く、

情報の定着が難しい。今後も患者が持つ身体/心理/社会の課題を包括的に説明できる

職種として、医療・療養体制整備のために、看護師の活動が期待されると予測された。

研究要旨

ブロック内中核拠点病院間における
相互交流によるHIV診療環境の相互評価
（看護師の研修ニーズ）

研究分担者     池田 和子
国立研究開発法人国立国際医療研究センター病院
エイズ治療・研究開発センター　看護支援調整職
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④ 研修内容　座学、実習（見学も含む）、レポ

ート、年度末の中核拠点病院連絡会で事業報告

を実施

⑤ 募集は、毎年4月以降に公益財団法人エイズ

予防財団から、中核拠点病院の院長/看護部長宛

に開催通知を郵送する。応募があった際に、

ACCまたはNHO大阪医療センターの担当者に連

絡があり調整を行う。

C．研究結果

1．資料1．平成27年度　参照。

結果内容は、平成28年度ACC/ブロック拠点病院

看護管理者会議の内容からも特徴を抜粋したため、

一部平成28年度分も報告する。

（医療従事者対象）

● 自施設内スタッフ向けに感染管理・医療安全・

HIV研修などを開催していた。
● 拠点病院内のHIV看護担当者交代時期で、基礎

編を開催するなど研修内容を工夫した。
● 拠点病院以外に透析施設対象に研修を実施した。
● 中核拠点病院を兼ねているすべてのブロックで

は、「HIV感染者・エイズ患者の在宅・介護の

環境整備事業実地研修」を実施した。
● 年度初めに行政と研修内容を話し合い、共同開

催した。
● 行政主催または共催の研修では、保健師のみな

らず、ケアマネ�ジャー、ヘルパーなど介護/福

祉スタッフも対象となっていた。
● 認定看護師コース（感染管理）、専門看護師コ

ース（感染症看護、慢性看護、在宅看護）など

の講義、実習を行った。

（学生対象）

● 看護学生対象の講義（専門学校、大学等）を実

施した。

（その他）

● 地域包括支援センター、社会福祉施設、グルー

プホーム、作業所、ハローワーク、保育園、な

どでも個別勉強会を実施していた。

ブロックの患者像に合わせ、時期や内容を検討さ

れていた。またブロックによっては研修前後のアン

ケートを集計し、評価を行っていた。

2．平成28年度事業実績　0名

D．考察

ACCやブロック拠点病院で勤務するコーディネ

ーターナース・実務担当看護師は、治療戦略や患者

像の変化に合わせ、柔軟に多彩な研修を企画・運営

し、講師を行っていた。研修受講生のニーズとして

HIV感染症の病態や治療を軸に患者さんの療養経過

や感染予防対策、職業感染曝露後予防対策の内容が

組み込まれるため、どの職種を対象とする研修であ

っても看護師が講師を担当する機会が多いことが予

測された。

評価方法について各施設で実施していた。

中核拠点病院連絡調整員養成事業の参加がなかっ

たため、来年度は積極的に研修事業を周知し、ブロ

ック拠点病院にも協力を求め、事業に参加していた

だけるよう工夫する。

E．結論

HIV診療を実施するために看護師が必要である。

地域特性に合わせ、全国で多彩な研修が開催されて

いた。研修対象は拠点病院にとどまらず、地域（保

健/介護/福祉など）へも拡大し、今後ますます需要

が増えることが予測された。実務担当看護師は数年

で交替するため、多彩な研修や実施の工夫が必要だ

った。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表

1．論文発表

なし

2．学会発表

【口頭】
1)   阿部直美、大金美和、久地井寿哉、岩野友里、

柿沼章子、大平勝美、池田和子、潟永博之、菊
池　嘉、岡　慎一　HIV 感染血友病患者の就
労・非就労に関する問題の抽出と支援の検討、
第30回日本エイズ学会総会・学術集会　2016年
11月　鹿児島
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2)   木下真里、谷口　紅、杉野祐子、大金美和、池
田和子、阿部直美、菊池　嘉、岡　慎一　外国
人HIV感染者療養支援・院外機関との連携につ
いて　第 30 回日本エイズ学会総会・学術集会
2016年11月　鹿児島

3)   渡邊愛祈、西島　健、高橋卓巳、木村総太、小
松賢亮、大金美和、池田和子、照屋勝治、塚田
訓久、加藤　温、関由賀子、今井公文、菊池
嘉、岡　慎一　cART 確立以降の定期通院 HIV
患者における精神科受診率とその特徴　第30回
日本エイズ学会総会・学術集会　2016 年 11 月
鹿児島

4)   佐藤恵美、中川裕美子、黒川　仁、丸岡　豊、
大金美和、池田和子、菊池　嘉、岡　慎一　当
院のHIV感染者における歯科治療と病診連携に
関する調査　第30回日本エイズ学会総会・学術
集会　2016年11月　鹿児島

【示説】

（海外）
1)   Fumiko Kagiura, Megumi Shimada, Teruhisa Fujii,

Seiji Saito,Yoshiko Ogawa, Tatsuro Sakata, Kazuko
Ikeda, Masayuki Kakehashi Factors for Japanese
HIV positive patients to continue medical care 19th

IUSTI Asia-Pacific Conference （第19回国際性感
染症学会アジア太平洋地域）Japan Dec 2016

（国内）
1)   杉野祐子、下司有加、城崎真弓、大野稔子、島

田　恵、池田和子 中核拠点病院連絡員養成事
業におけるHIV感染症看護師の臨床実習とその
評価　第10回日本慢性看護学会学術集会　2016
年7月　東京

2)   高野　操、岩橋恒太、荒木順子、佐久間久弘、
木南拓也、生島　嗣、佐藤郁夫、中山保世、小
日向弘雄、友成喜代美、土屋亮人、杉野祐子、
池田和子、小形幹子、田中和子、市川誠一、菊
池　嘉、岡　慎一　医療機関とNGOの連携によ
る郵送検査の手法を用いたHIV検査の取り組み
第30回日本エイズ学会総会・学術集会　2016年
11月　鹿児島

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1．特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし
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A．研究目的

平成 22 年度より薬学教育 6 年制実務実習が始ま

り、国立病院機構仙台医療センター、新潟市民病

院、新潟大学医歯学総合病院、鹿児島大学病院では

平成22〜25年度までに継続的に学生を受け入れて

きた。各施設はHIV/AIDSブロック拠点及び中核拠

点病院であることから、「HIV感染症患者への服薬

支援」「薬害エイズ」に関する講義を薬学教育の一

環として実施している。薬害エイズの実務実習に関

しては、平成 27 年 4 月より開始された薬学教育コ

ア・カリキュラムにおいて、薬剤師の使命の一つに

薬害防止が明記されていることから、より深く学生

が薬害について考えることは重要であると考え、

「医療安全において薬剤師が担う役割」のテーマに

て、ワークショップ形式のグループディスカッショ

ンを取り入れた。

薬学部実務実習実施当初から継続してきた薬学部

実務実習生対象の調査によると、抗HIV薬に対する

知識は、糖尿病、高血圧、悪性腫瘍、うつ病などの

薬剤と比し、低い結果であった。今回、薬学部実務

実習生に対するHIV感染症及び後天性免疫不全症候

群（AIDS）関連知識の普及と今後のHIV関連教育

プログラム確立を目指すために、多施設にて継続的

な基礎的調査と教育プログラムの実践を行った。

B．研究方法

1．調査対象

国立病院機構仙台医療センター、新潟市民病院、

新潟大学医歯学総合病院、鹿児島大学病院の計 4 施

設にて平成 27 年 1 月〜平成 28 年 11 月までに実習

を行った薬学部実務実習生（126 名）（以下、実習生）

を対象とした。　

2．実習プログラム

1日目にHIV感染症/AIDS及び薬害に関する講義
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68

本分担研究では、薬学部実務実習生に対するHIV感染症及び後天性免疫不全症候群

(AIDS)関連知識の普及と今後のHIV関連教育プログラム確立を目指すため、多施設共

同にて継続的な基礎的調査と教育プログラムの実践を行った。プログラムにはHIV感

染症/AIDSの内容だけではなく、薬害エイズの講義とワークショップを含めた。結果

から、「HIV感染症関連知識」においては、学生時の知識が薬剤師になってからも更

新されずにそのまま反映されている傾向にあることが示唆された。「薬害エイズと薬

害肝炎」の設問においては、薬害エイズの認識が74.6%、薬害肝炎の認識が45.2%

と大きな差が生じたことから、薬害肝炎についても講義の中に機会を設ける必要があ

ると考えられた。本プログラムをより多くの学生に実施し、データ集積とその検討を

継続することで、HIV感染症/AIDS関連知識の均てん化が図れた。今後も臨床現場に

おける積極的な医療貢献に加え、医療安全の観点からも寄与できる薬剤師の育成を目

指したいと考える。  

研究要旨

血友病被害者、長期療養者および
透析患者の合併症治療を含む服薬状況の把握と安全性評価
（薬学部実務実習生におけるHIV/AIDSに関する意識調査と教育体制整備

に関する研究）

研究分担者 吉野 宗宏
(独) 国立病院機構大阪南医療センター　薬剤科　副薬剤部長



前アンケート、HIV感染症関連講義、2日目に薬害

講義、薬害関連ワークショップ、3日目に習得度評

価試験とその解説を実施した（表1）。HIV感染症

関連講義スライドは各施設共通のものを作成し、薬

害講義、薬害関連ワークショップでは、DVD「温故

知新〜薬害から学ぶ〜1総集編」及びDVD「温故知

新〜薬害から学ぶ〜5薬害エイズ事件」、「薬害を

学ぼう」を使用した。また、プログラムは1日目か

ら3日目まで連続した3日間の実施としなくても良

いこととした。

3．アンケート調査、習得度評価試験

HIV 感染症/AIDS 及び薬害に関する講義前無記名

自記式アンケート（図 1）及び習得度評価試験に関

する無記名自記式調査票は、配布回収後、単純集計

し、講義前無記名自記式アンケート内の問 3,5,6 は、

t 検定により統計学的検討を実施した。なお、有意差

の判定は、危険率が 5%未満（p<0.05）の場合有意差

ありとした。また、問 3,5 については、対照群を平

成 27 年 9 月に宮城県で実施した HIV 感染症関連研

修会に参加した一般薬剤師 49 名（全研修参加薬剤

師 96 名、回収率：51.0%）（以下、一般薬剤師)とし、

比較検討を行った。習得度評価試験は、薬剤師国家

試験及び抗 HIV 治療ガイドラインに準じた計 40 問

の一問一答式とした。

4．倫理的配慮

回答者の個人情報保護への配慮は、講義前に口頭

にて説明を行い、回答済み調査票の提出をもって同

意とみなした。

C．研究結果

各4施設にて薬学部実務実習を行った126名に対

し、一連のプログラムを実施した。講義前無記名自

記式アンケート及び習得度評価試験の提出者は126

名（回収率：100%、男性：68名、女性：58名）で

あった。

1．講義前アンケート調査

大学にてHIV感染症の授業を受講経験の有無は、

「経験あり」79.4%、「経験なし」19.0%、「不

明」1.6%であった。

「HIV感染症/AIDSの特徴で正しいものに○、誤

っているものに×を付けて下さい。」との10項目

の 設 問 の う ち 、 「 高 齢 者 は HIV に 感 染 し な い

（×）」（正答率：100%）、「日本での感染者の

ほとんどは、東京や大阪などの大都市圏にいるの

で、地方都市ではあまり問題ではない（×）」（正

答率：96.0%）、「HIV感染症は、薬で治療するこ

とによって長生きできる疾患である（○）」（正答

率：92.9%）の項目では高正答率であった一方、

「世界でのHIV感染者の最も多い地域は東南アジア

である（×）」（正答率：57.1%）、「エイズを発

症したら、治らない疾患である（×）」（正答率：

27.8%）の項目では低正答率となった。また、10項

目全ての設問において、実習生と一般薬剤師間で正

答率に有意差はなかった（図2）。

「HAARTの意味を簡単に説明して下さい。」と

の設問に対し、多剤併用療法というキーワードを含

めてHAART（Highly Active Anti Retroviral Therapy）

の説明が出来た実習生は、7.9%であった。

「あなたはHIV感染者に投薬を行っています。薬

を手渡す際に患者が激しく咳込みました。あなたは

その時、どのように感じましたか？」との設問に対

し、「病気（HIV感染症）が気になり、（感染しな

いか）非常に不安な気持ちになった」実習生は5.6%

であり、「病気（HIV感染症）が気になり、（感染

しないか）少し動揺した」実習生は 19.8%であっ

た。したがって、「何らかの HIV 感染不安を感じ

た」実習生は、合計して 25.4%であった。また、

「風邪がうつったらいけないので、予防しようと思

った」実習生は50.8%となり、「特に何も感じなか

った」実習生は 15.9%であった。さらに、「その

他」の実習生は、7.9%となっており、具体的には、

「なぜ咳き込んだのか薬の副作用なのかなど確認し

なければと思った、免疫低下により何か感染症か風

邪などの症状が現れているのではないかと思った、

HIV感染者は風邪を引くだけでも命に関わるので風

邪のことを医師に伝えるべきだと考えた、患者の体

調が良くないのか気になる、空気感染ではないので

感染は気にしないがカリニ肺炎の疑いもあるのでは

ないかと感じた」といった感想であった。一方、

「病気（HIV 感染症）が気になり、（感染しない

か）非常に不安な気持ちになった」及び「病気

（HIV感染症）が気になり、（感染しないか）少し

動揺した」一般薬剤師は、10.4%及び 20.4%であ

り、「何らかのHIV感染不安を感じた」一般薬剤師

は、合計して30.8%であったことから、「何らかの

HIV感染不安を感じた」実習生と一般薬剤師間に有

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究

69



平成28年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）

意差はなかった（図3）。

「次の疾患の治療薬で知っている薬を5つ挙げて

下さい。一般名でも商品名でも可。」との設問にお

いて、平均正答率は、43.1%であり、HIV感染症治

療薬は、14.1%の正答率で最も低く、糖尿病治療薬

の60.2%が最も高い正答率となった。また、薬学部

実務実習の時期により実習生の薬剤に関する知識の

差が考えられるため、1 期（33 名）、2 期（53

名）、3期（40名）間で比較検討したが、各治療薬

の正答率に3期>2期>1期となるような有意差はなか

った（図4）。

「HIV感染予防において、効果のあるものはどれ

か？（複数可）」との設問において、93.7%の実習

生はコンドームとしたが、その他の項目に関しては

図5の通り回答があった。

「どこでHIV検査を受けることができるか知って

いますか？3ヶ所挙げて下さい。」との設問に対し、

総合病院が53.2%、保健所が45.2%と回答があった一

方で、21.4%の実習生は未記載であった（図6）。

「大学にて薬害の授業を受講したことがあります

か？」との設問に対しては、89.9%の実習生が受講

済みであったが、4.0%が未受講であり、8.7%は不

明であった。

「次の薬害で知っているものに◯を付けて下さ

い。」との設問では、サリドマイド（96.0%）、ス

モン（94.4%）、ソリブジン（92.1%）、薬害エイズ

（74.6%）の順で知られていた。一方、薬害エイズ

同様に血液製剤の投与により感染拡大が生じた薬害

肝炎は、45.2%という低い認知度であった（図7）。

2．習得度評価試験

習得度評価試験では、HIV感染症の基礎知識（10

問）、HIV感染症・日和見感染症の治療（15問）、

医療従事者における HIV の曝露対策（4 問）、

HIV/AIDSに関する疫学・薬害（11問）のに関する

計40題の一問一答式の設問で行った。平均正答率

は72.7%（52.5%-97.5%）であり、その分布は図8の

通りであった。また、習得度評価試験においても薬

学部実務実習の時期により実習生に知識の差が生じ

ることを考慮し、1期（33名）、2期（53名）、3期

（40 名）間で比較検討したが、有意差はなかった

（図 8）。さらに、各設問の正答率を精査した結

果、「日本では HIV 感染者数が増加傾向にあり、

2014 年 12 月時点で 5 万人を超えた。（×）」が

25.4%と最も低い正答率となり、次いで「十分な抗

ウイルス効果を得るには、NRTI 1剤+ NNRTI 2剤、

NRTI 1 剤+ PI 2 剤（少量 RTV 併用）、NRTI 1 剤

+INSTI 2 剤、いずれかの組み合わせを選択する。

（×）」が 27.0%と低い正答率となった。さらに

「ラルテグラビル（RAL）は服用後数時間が血中濃

度も高く、ふらつきなどの精神神経系副作用が高頻

度に発現するため眠前に投与することが推奨されて

いる。（×）」が31.7%、「HIV曝露後予防につい

て、現在の第一推奨レジメンは、ラルテグラビル＋

アバカビル/ラミブジンである。（×）」が36.5%、

「HIV感染症は大きく2つの病期（無症候期、AIDS

期）に分けることができる。（×）」が39.7%であ

り、正答率40.0%に満たない問題は上記の5題であ

った。

D．考察

薬学教育モデル・コアカリキュラムを踏まえ、一

連のプログラム作成を行った。その際、HIV感染症

/AIDSの内容だけではなく、本邦においては薬害エ

イズという歴史的な背景に鑑みて、薬害の講義とワ

ークショップを含むものとした。ワークショップに

おいては、薬害をテーマとすることで、医療安全を

常に意識できる薬剤師の育成を目指した。これま

で、薬学部実務実習において、HIV感染症関連の講

義に加え、抗HIV薬模擬服薬体験を取り入れた実習

が、患者の立場に立った服薬指導の実施実現に有用

であるとのことから、本実習プログラムにおいても

講義だけではなく、ワークショップを加えるものと

した。ワークショップの感想において、「自分の考

えを整理することができた。」、「頭で分かってい

ても、実際言葉で表現することは非常に難しいこと

を実感した。」といったものが多かったことから、

薬学部実務実習生それぞれに自分の考えを発する機

会を提供することは重要であると考える。

講義前アンケートに関しては、問3のHIV感染症

/AIDS関連基礎事項において、実習生と一般薬剤師

と比較したところ、図3より、全項目において有意

差はなく、正答率の順番もほぼ同じであったことか

ら、HIV感染症関連知識においては、学生時の知識

が薬剤師になってからも更新されずにそのまま反映

されている傾向にあることが示唆される。次に、投

薬時シチュエーションの意識調査においても、実習

生と一般薬剤師と比較すると、図 3 より、「病気

（HIV感染症）が気になり、（感染しないか）非常
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に不安な気持ちになった」及び「病気（HIV 感染

症）が気になり、（感染しないか）少し動揺した」

といった「何らかのHIV感染不安を感じた」群で両

者に有意差がなかったことから、学生時の知識だけ

ではなく意識といったものが、薬剤師になってから

も継続されている傾向にあることが示唆される。問

10の薬害に関する認識度では、図7より、薬害エイ

ズと薬害肝炎で共に血液製剤を介してHIV、HCVに

感染したにもかかわらず、薬害エイズの認識が

74.6%、薬害肝炎の認識が45.2%と大きな差が生じ

たことを強調する必要があると考える。そして、こ

れを機に、薬害肝炎についても今一度考える機会を

設ける必要があると考える。

最後に、講義後の習得度評価においては、平均正

答率は72.4%であったことから、講義内容は一定の

評価が得られるものであったと考える。その一方

で、「日本におけるHIV感染者動向」、「抗HIV療

法及び抗HIV薬」、「HIV曝露後予防の第一推奨レ

ジメンの組み合わせ」、「HIV感染症の病期」に関

する問題では正答率が40%に至らず、今後の講義に

おいて内容を再検討する必要がある。その中でも特

に抗HIV療法に関する部分に関しては27.0%の正答

率であり、さらに、講義前アンケートにおいても抗

HIV療法である「HAART」を多剤併用療法という

キーワードを含めて説明できた実習生は7.9%であ

った。しかし、平成26年度の第99回薬剤師国家試

験におけるHIV感染症関連の症例問題中に、「治療

は原則として多剤併用療法で開始する。」というこ

とが問われていることから、今後の講義において、

抗HIV薬及び抗HIV療法といった学校教育にて不足

している可能性がある部分を教育機関に情報提供す

る連携が必要である。

本研究の今後の展開としては、引き続き同様のプ

ログラムでより多くの学生に対し実施し、データ集

積とその検討を継続して行う予定である。そして、

本プログラムの充実を図ることで、HIV 感染症

/AIDS関連知識の均てん化と臨床の場において積極

的な医療貢献、特に、医療安全の観点から寄与でき

る薬剤師の育成を目指すことは重要であると考え

る。

E．結論

本研究では、薬学部実務実習生に対するHIV感染

症及び後天性免疫不全症候群（AIDS）関連知識の

普及と今後のHIV関連教育プログラム確立を目指す

ために、多施設にて継続的な基礎的調査と教育プロ

グラムの実践を行った。本プログラムの充実を図る

ことで、HIV感染症/AIDS関連知識の均てん化が図

れた。今後も臨床現場における積極的な医療貢献に

加え、医療安全の観点からも寄与できる薬剤師の育

成を目指したいと考える。
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図2　HIV感染症/AIDS関連基礎事項（講義前アンケート問3）
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A．研究目的

抗HIV治療薬開発の著しい進歩により、HIVと共

に生きる人々の予後は劇的に改善した。その一方

で、HIV感染者の高齢化が進行し、非HIV感染者と

同様の、もしくはHIV感染者に特異的な、医学的・

社会的・倫理的問題が顕在化してきた。本研究で

は、HIV感染者の加齢に伴う変化と問題点に関する

文献検討を行い、今後の日本におけるHIV感染者の

高齢化および長期療養に係る課題を明らかにするこ

とを目的とする。

B．研究方法

米国国立医学図書館・国立生物科学情報センター

の学術文献検索サービスを用い、過去10年間に発

表された、老年医学におけるHIV感染症に関する文

献を検索し、その内容を老年医学の観点から分類、

検討を行なった。

（倫理面への配慮）

研究分担者は研究倫理教育プログラム（CITI

Japan）を修了した。本研究は文献検討を主たる内

容とし、直接人を対象としたものではない。

C．研究結果、D．考察

老年症候群とHIV感染症

老年医学において、いわゆる「老年症候群」と定

義される状態は、転倒・失禁・身体機能低下・複数

の疾患の合併・感覚機能低下・うつ・認知機能低

下・脆弱性・多剤服用が惹起する望まない効果等が

挙 げ ら れ る 。 い ず れ も 、 患 者 の 日 常 生 活 動 作

（ADL）や手段的日常生活動作（IADL）の変化に

影響を及ぼし、本人の生活の質の低下に直結する。

米国Greeneらの調査 1）では、高齢HIV感染者の

53.6%が 2 つ以上の老年症候群の要素を有してお

り、前脆弱状態にある者は56.1%を占めた。

認知機能の低下は全体の46.5%に認められた。さ

らに転倒は25.8%の高齢患者が経験しており、転倒

による骨折が寝たきりの契機となる可能性が高いこ

とから転倒予防対策の重要性が示唆される。また失

禁は高齢HIV感染者の25.2%が日常的に経験してい

た。

日常生活動作（ADL）および手段的日常生活動作

（IADL）に1つ以上の困難が生じている高齢HIV感

染者は25.2%（ADL）、46.5%（IADL）にのぼり、

生活の質の確保の点からも適切な援助の導入の必要

性が示唆される。免疫能の視点からは、経過中の

CD4の最低値（nadir）が低い高齢HIV感染者は、よ

り重篤な老年症候群を呈することが示されている。

HIVに感染していない高齢者との比較では、脆弱
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抗HIV治療薬開発の著しい進歩により、HIVと共に生きる人々の予後は劇的に改善し

た。その一方HIV感染者の高齢化が進行し、非HIV感染者と同様の、もしくはHIV感染

者に特異的な、医学的・社会的・倫理的問題が顕在化してきた。本研究では過去10年

間に発表された高齢のHIV感染者に関する臨床研究および総説の文献検討を行って今後

の日本におけるHIV感染者の高齢化および長期療養に係る課題を明らかにし、更に次年

度以降に行なう、長期療養施設を対象とした調査研究のプロトコールを作成した。

研究要旨

認知症を含む高齢HIV陽性者の長期療養に関する課題抽出
（HIV感染症患者の高齢化と長期療養に係る課題）

研究分担者     本田 美和子
(独)国立病院機構東京医療センター　総合内科



な状態はより若い年齢でHIV感染者に出現しており
2,3,4）、またうつ、認知機能低下、転倒も高い頻度で

発生している。

高齢HIV感染者の心理社会的問題

HIV感染症に関連する問題として感染者の社会的

孤立は重要な課題である。老年医学においても、こ

の社会的孤立は喫緊の課題のひとつとして挙げられ

ており、高齢HIV感染者はその双方の要素を有する

社会的弱者となる高リスク群である5）。

若年HIV感染者と同様に、高齢HIV感染者におい

ても、いわゆる社会的つながりは弱く、狭く、周囲

からの援助を受けがたい状況にある6）。周囲に疾患

について打ち明けられないことも社会的支援を受け

にくい理由となる。

HIV感染者の多くが抗HIV治療薬の長期服用によ

り地域社会での生活を可能としてきた一方で、脆弱

な状況になった場合に適切な援助を提供するための

スクリーニングの重要性が示唆される。

多剤服用に関する問題

多剤服用、いわゆるpolypharmacyは現在老年医学

における重要な論点の1つである。一般には4種類

以上の薬物が処方されている場合に多剤服用と定義

されることが多い。

多剤服用が引き起こす問題は、服薬アドヒアラン

スの低下、副作用の増強、薬物相互作用による副作

用リスク、不要な薬物の処方、転倒、低血圧、意識

障害、認知機能低下、入院、老年症候群発症のきっ

かけ、死亡率の上昇など様々である。

とりわけHIV感染者は抗HIV治療薬を生涯にわた

り服用し続けており、さらにHIV関連の脂質代謝異

常、心血管系異常、腎機能低下、認知機能低下な

ど、多剤服用による問題を増強させる因子を複数有

している。

Gimeno-Graciaらは、非HIV感染者とHIV感染者

の多剤服用に関する比較調査を行なった7）。HIV感

染者は非HIV感染者と比べ多剤服用率が高く（8.9%

vs 4.4%, p=0.01）、とりわけ、鎮痛剤、消化器治療

薬、呼吸器治療薬、中枢神経作動薬に関しては、よ

り高率に服用し、また服用期間も有意に長期にわた

っていた。

多剤服用は、前述の老年症候群との密接な関連が

あり、医学的、医療経済的、社会的にHIV感染者本

人、家族、社会に大きな影響を与える。かかりつけ

の薬剤師、訪問看護師、主治医など、多職種の適切

な連携と情報交換および介入が必須となる。

人生の最終段階における課題

HIV感染者の半数は、自己の人生の最終段階にな

ったときに自分が望むことを主治医と相談したこと

がない5）。HIVに感染していない人と同様に、高齢

HIV感染者は自己の人生に関する事前指示を作成し

ておくことが望ましい。とくに緩和ケアに関して

は、早期の導入が生活の質改善に直結することか

ら、多職種による事前指示に関する介入機会を複数

持つことは重要である。

脆弱な状況に陥り、他者からの援助を必要とする

ようになったとき、長期療養の場をどこに求めるか

については、本人の希望をもとに決定する。地域社

会の中で、できるだけ生活を維持するための援助

は、地域包括ケアの枠組みを利用し、自治体や専門

職との連携を維持しながら継続することが望まし

い。さらに、自宅での生活が困難になった場合に

は、長期療養施設への入所が必要となる。

現在の日本における長期療養の場としては、グル

ープホーム、サービス付き高齢者住宅、老人保健施

設、特別養護老人ホームなどがあるが、いずれも入

居に関しての事前審査において、HIV感染症の有無

は議論の対象となり、受け入れ施設は非常に限られ

ている。

本研究班では、HIV感染者を受け入れた長期療養

施設で、受け入れ時に検討された論点を明らかに

し、受け入れ後に生じた問題を抽出することを目的

とした研究を計画している（研究課題名：HIV感染

者の長期療養体制整備のための療養施設受け入れ実

態調査）。この研究を通じて、高齢HIV感染者が質

の高いケアの提供を受け、高い生活の質を保持しな

がら人生の最終段階を迎えることができるシステム

作りを目指す。研究計画についてはすでに倫理審査

を終了しており、平成29年度に研究調査を開始す

る。

E．結論

高齢HIV感染者は、身体的・社会的に高いリスク

群であるHIV感染者および高齢者双方の要素を有す

る脆弱な状況にある。

その要素に適切な介入を行なうことが必要であ

り、そのための制度設計が強く望まれる。

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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A．研究目的

薬害 HIV 訴訟和解から 20 年が経過した。血友病

薬害被害者（以下被害者とする）には長期にわたる

治療の合併症、高齢化による要介護状態や生活習慣

病の発症などもみられるようになってきた。専門医

療に加え症状に合わせた一般医療、生活支援が必要

となっている。平成28年3月、被害者と厚生労働省

が協議して作成した「血友病薬害被害者手帳」は、

被害者が利用できる公的サービスをまとめ、関係機

関が適切に対応するよう理解と協力を求める、とし

ている。また、はばたき福祉事業団からは「これま

では本人と家族の努力で治療と生活を継続してきた

が、親の高齢化や要介護状態などのため社会福祉的

支援や公的サービス利用の推進・調整が求められ

る」と、MSWへの支援呼びかけが聞かれた。MSW

は医療機関において、当事者（被害者や家族）の意

向を確認しながら、必要とされるサービスを調整・

開拓し、安定した地域生活を営めるよう相談支援し

ている。そのために一般医療機関のMSWに対して

被害者の現状と課題を周知するとともに、拠点病院

におけるMSWの被害者支援の実態を明らかにし役

割および課題について検討する。

B．研究方法

（1）被害者の現状と課題の周知

①  血友病薬害被害者手帳（以下手帳とする）コピー

の配布

公益社団法人日本医療社会福祉協会（医療、保健

分野に所属するソーシャルワーカーの全国組織。資

格は社会福祉士）会員約5,000人に郵送した。

②  講演

厚生労働省担当者、はばたき福祉事業団事務局長

による手帳作成の経緯、記載内容の説明、被害者の

現状と課題について。会場により講師は二人、また

はいずれか一人での講義となった。
● 2/28　中核拠点病院ソーシャルワーカー会議

（48名）
● 6/11　福島県医療ソーシャルワーカー協会研修

（30名）
● 6/12　東海ブロック多職種合同 HIV 研修（118

名）
● 10/7　平成28年度九州ブロック拠点病院研修会

（105名）
● 10/8　平成28年度北関東・甲信越エイズ治療拠

点病院ソーシャルワーカー連絡会議（15名）
● 10/19　近畿ブロックHIVソーシャルワーク研修

会（9名）
● 11/6　第 2 回千葉県 HIV 医療連携セミナー（93

名）
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薬害HIV訴訟和解から20年が経過し、長期治療による合併症および被害者と家族の高

齢化による生活課題が明らかとなり、専門医療に加え地域での生活支援が必要となっ

ている。ブロック拠点病院等MSWが支援している被害者数は地域によりばらつきがあ

り、HIV相談窓口に繋がっていない被害者も少なくないと考える。被害者自身とMSW

がつながるため相談窓口の当事者への周知、拠点病院MSWの適切なアウトリーチ、被

害者を支援する団体や専門職との連携が課題である。

研究要旨

要支援・介護HIV陽性者に対する地域包括ケアシステム適用の検討
（血友病薬害被害者の救済医療実践に対するMSWの役割と課題に関する研究）

研究分担者     葛田 衣重

千葉大学医学部附属病院　地域医療連携部　技術専門職員



（2）被害者へのMSW支援の実態の聞き取り

8ブロック拠点病院（北海道大学病院、仙台医療

センター、新潟大学医歯学総合病院、名古屋医療セ

ンター、石川県立中央病院、大坂医療センター、広

島大学病院、九州医療センター）、中核（京都大学

病院、琉球大学病院、千葉大学病院）および一般拠

点病院（東京医科大学病院）の計12病院のソーシ

ャルワーカーから対象者数、支援の実際と課題など

について聞き取りを行った。

C．結果

（1）周知、講演後の状況

被害者から診療費の請求、手帳の利用方法につい

て被害者が居住するブロック拠点病院に相談があ

り、厚労省担当者に説明を依頼した。その背景には

一般病院医事課職員、MSWが手帳を知らないとい

う状況があった。日本医療社会福祉協会からの問い

合わせは無かった。

（2）被害者の実態と課題

①  支援者数

北海道大学病院約 35 人、仙台医療センター 21

人、新潟大学医歯学総合病院5人、石川県立中央病

院4人、名古屋医療センター約15名、広島大学病院

12名、九州医療センター30名弱、東京医科大学病

院約80名（全体の10%）、琉球大学病院8名。京都

大学病院および千葉大学病院は支援経験無し。

血友病の治療は、信頼している専門医療機関で受

けている可能性が高く、それが拠点病院であっても

HIV陽性者の相談窓口に来所する被害者が多いとは

言えない。長年親の保護のもと支えあって生活して

きており、外部への相談や外部サービスの利用経験

は乏しいことが察せられた。

②  相談支援の内容

いずれも個別支援で対応（または対応中）してい

た。遺伝性疾患特有の課題に加えHIV陽性、合併症

などに起因した支援困難性が窺われた。
● 精神面に不安があるが精神科への拒否感があり

受診に繋げず。
● 療養と就労の両立が難しくなっている。
● 親の扶養で長く引きこもり、無職だった方の生

活支援。
● 障害年金廃止となった方の生活支援。

D．考察

2016 年 12 月末現在、血友病薬害被害者（提訴

者）1,384名中700名が死亡した1）。被害者の生活実

態は、はばたき福祉事業団の聞き取り調査により詳

細に把握され、治療的側面と社会心理的側面への適

切な支援の必要性が明らかとなった2）。一方拠点病

院のHIV相談窓口への被害者の来所にはばらつきが

あり、全国的にみて地域での取り組みはこれからで

ある。そのために拠点病院のMSWに繋がることが

まず一歩と考える。個別支援を原則とし、原告団を

支援する団体や受診している専門医、支援者との連

携が喫緊の課題である。拠点病院のMSWは、被害

者個別の歴史、家族関係や価値があることを十分に

理解しつつ意思決定を支援し、これまでのHIV陽性

者支援で培ってきた地域ネットワークや社会資源を

活用して被害者の生きづらさを緩和することができ

る。

E．結論

血友病薬害被害者の救済医療実践に対するMSW

の役割は、被害者の個別の歴史、家族関係や価値な

どを十分に理解しつつ意思決定を支援し、これまで

のHIV陽性者支援で培ってきた地域ネットワークや

社会資源を活用して被害者の生きづらさを緩和する

ことであり、そのためには被害者自身と繋がるこ

と、被害者を支援する団体や専門職との連携が課題

である。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表

1．論文発表

なし

2．学会発表

なし

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし
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研究1 中核・派遣カウンセラー従事状況報告把握

A．研究目的

昨年度、カウンセラー間の連絡・連携を充実させ

るためにブロック拠点病院・中核拠点病院・派遣カ

ウンセラーの配置状況を調査したが、対象を拡大

し、一般拠点病院のHIVに対応しているカウンセラ

ーの配置、および稼働実態を把握することを試み、

同時に研究班による随時調査ではなく、常態的に把

握するためのシステムを検討する。

B．研究方法

昨年の調査結果を元にブロック拠点病院カウンセ

ラーに対して調査票を送付した。調査内容は本年度

のカウンセラーの異動、診療拠点病院におけるカウ

ンセラーの配置状況、連絡先、各自治体の派遣カウ

ンセラー制度の有無と依頼先、カウンセラーの稼働

状況である。その報告を中核拠点病院カウンセラー

の研修事業を行っている、エイズ予防財団の研修対

象者リストと照合して、さらに整理し、次年度以

降、永続的に実現可能な更新方法、および情報提供

のあり方について予防財団と検討した。

C．結果

平成28年12月の時点で配置が推定される者は、

ブロック拠点病院で活動する者27名、中核拠点病

院84名、派遣カウンセラー155名、新たに調査した

拠点病院で、111名となった。実数では名寄せを行

なった結果、ブロック�中核拠点病院兼任が6名、

派遣カウンセラーのうち52名が兼任していること

が分かった。氏名不詳者、非公開者を含め、約316

名が従事している。

前年度同様、大阪医療センターのサイトに今回の

結果を反映させたページを更新した。

D．考察

感染者の広域移動に対応するカウンセリング体制

を維持し、連携するには、カウンセラーの配置状況

と稼働形態を知ることが前提であり、そのうえで情

報を安全・確実に橋渡しする仕組みが重要である。

また、それは最新の情報を反映したものでなくては

ならず、この更新方法も課題となる。研究班に依存

した形では、継続性に問題が生じ、特定のブロック

拠点病院が全国のデータを永続的に扱うことは業務

負担量、情報保護と人員交替の点から難しい。そこ

でエイズ予防財団が中核拠点病院カウンセラーなど

の研修を主催し、かつ派遣MSWの状況について掌

握していることに準じて、調査結果を整理して、エ

イズ予防財団研修担当者に委ね、研修案内の送付リ

ストとして利用してもらうことにした。これによ

り、カウンセラーの研修機会が増えるほか、異動を

把握しやすくなる。また事前に域内の異動を把握で
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長期予後の改善を図るうえで、ストレスを起因とする気分障害、物質依存や適応障害

は健康上の大きな問題となる。本研究では、チーム医療の一員として主に心理支援を

担うHIVカウンセラーが、困難事例に対応できる技能と知識を習得し、チーム医療体

制を構築するための研修を実施し、さらに他職種及びカウンセラー間のチーム医療に

ついても、これまでの研究成果を利用して評価、検討をした。

研究要旨

死亡症例の検討による心理的課題抽出と心理職の介入手法の検討
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きたブロックカウンセラーがエイズ予防財団に報告

することで、リストが更新されるようにした。

E．結論

前回不十分であった一般の拠点病院配置や稼働状

況も、今回はかなり把握することができた。しかし

カウンセラーの異動を常時、把握するシステムの構

築がなければ、数年のうちに情報は鮮度を失い、リ

ストの有用性は低下する。今回、HIV診療拠点病院

にレジデントを派遣し、研修案内等を送付している

エイズ予防財団との連携により、管理を依頼するこ

とができた。各ブロックが更新を掌握し、エイズ予

防財団に報告するこのシステムが所定の予想通り機

能するか、検証していく必要がある。

研究2　カウンセリング研究の動向の把握

A．研究目的

HIV感染者のメンタルヘルスと心理的支援につい

て近年の研究動向を概観し、今後のHIV/AIDS医療

におけるカウンセリングの研究の展望と心理カウン

セラーの臨床的留意点に関して公表する。

B．方法

主に2000年以降のHIV/AIDSに関するカウンセリ

ング、心理療法、精神医学関連の研究論文をエイズ

学会誌や心理学系学会誌、および研究班報告書、書

籍をもとに調査し、近年問題とされている精神医学

的問題や心理社会的問題を概観する。

C．結果

昨年度に 80 余論文を抽出、整理作業を終了し

た。

D．考察

この領域では兒玉憲一が「わが国のHIV/AIDSカ

ウンセリングに関する研究上の課題」(日本エイズ

学会誌3:155-158.2001)以後、文献や研究動向をまと

めたものがない。また、新たにHIV医療で臨床を始

めるカウンセラーが必要とする感染者特有の心理的

特徴や臨床的留意点をまとめた論文も少ない。心理

カウンセラーのみならずHIV医療における精神医学

的問題や心理社会的問題に関心を持った医療従事者

および研究者が、本研究を臨床や研究の起点として

活用されることを期待する。

E．結論

内容は日本エイズ学会誌2016年第18巻第3号に総

説として掲載された。

研究3　困難症例の検討

A．研究目的

昨年に引き続き、HIV領域における困難事例に対

して事例検討を行い、心理職の介入方法について知

見を共有し、多職種からの理解の得方と連携のあり

方を提案する。またHIVに関連する血友病と身体疾

患についての知識を学び、医師や看護師等の行うカ

ンファレンスにおいても積極的に関与できるように

する。

B．研究方法

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター エ

イ ズ 治 療 ・ 研 究 開 発 セ ン タ ー （ 以 下 ACC と 記

す）、全国HIV診療ブロック拠点病院、及び各HIV

診療中核拠点病院所属の臨床心理士、全国自治体所

管の HIV 派遣カウンセラー参加の事例検討会を行

い、HIV専門指導薬剤師、血液凝固専門医、血友病

患者会全国ネットワーク代表、セクシュアリティに

詳しい臨床心理士、HIVカウンセリングのベテラン

臨床心理士などを講演者やコメンテーターとして招

き、講演と事例検討を行った。

C．結果

事例について本年度は家庭的混乱を背景に物質依

存（アルコール）、無防備な性行為を反復した例、

心理的な葛藤を抱えた服薬中断例の2事例に続き、

スタッフへの両価的感情に悩む薬害被害者例、内服

中断しつつ宗教を通してHIVと向き合った薬害被害

者の計4例が検討された。また前期では専門薬剤師

から抗HIV薬について、長年性的違和感に悩むクラ

イアントに対応してきた臨床心理士からセクシュア

リティについて学び、後期には血友病専門医の講演

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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と血友病患者ネットワーク代表から薬害を含めた治

療と歴史について学習した。

検討・講演会後のアンケートでは経験を問わず、

触れることの少ない血友病の知識と薬害について、

よい学習機会であったと高い評価を得た。なお個別

事例の検討内容を今回の成果として記載すること

は、個人情報保護の観点から行わない。

D．考察

本分担研究班では心理職としての専門的な学習と

他職種とのチーム医療のあり方を大きな命題と進め

ているが、今回は加えてHIV問題の原点でもある薬

害について血友病を含めて学んだ。同性間接触での

感染者とは違った、遺伝、生活障害、医療への両価

的感情などの心理的問題が深いことを知った。それ

は疾患への知識不足、良好な定期通院状態や語られ

ない関節状態などから、見過ごしやすいカウンセラ

ーの姿勢にも気づかされることになった。

E．結論

困難事例については、倫理的な検討を経た例を昨

年度末に学会誌へ掲載した。また薬害事例に関わる

カウンセラーも増加し、分担研究者への問い合わせ

も増えている。今後はe-learningなどのツールを利

用して、血友病や薬害などについてカウンセラーが

学習する機会を検討したい。

研究4　チームアプローチに対する評価研究

A．研究目的

チーム医療への意識を調査するアンケートをブロ

ック、中核、派遣先病院の心理士に送付し、医療体

制班が開催するチーム医療向上のための研修会への

参加前後での比較分析を行う。

B．研究方法

昨年度はHIV感染症課題克服班が作成した「多職

種チームとチームアプローチに対する評価尺度」を

用い、ACC、ブロック拠点病院、中核拠点病院所属

の臨床心理士、全国自治体のHIV派遣カウンセラー

を対象に、2回の研修を実施し、その前後でのチー

ム医療への意識について、SPSSによる多変量解析

等を用いて比較したが、今回はそれを踏まえ、研究

協力者間で自由記述に関して回答を分析した。

C．結果

「研修参加前と参加後の変化」について、自由記

述においては、「研修参加後の変化」に対して、

「研修前後の変化が特になかった」、「自己研鑽の

為に研修会に参加した」、「チーム内での意見交換

をより積極的に行うようになった」、また、「チー

ム介入が有効であったケースを経験出来た」等、実

践から学べる機会を直後に得られたという回答が散

見された。但し、これらの回答について解釈する際

は、今回2回の研修（片方あるいは両方）に参加出

来たこと自体が、そのカウンセラーがHIV領域にお

ける心理支援を担っていくことに対して所属先から

一定の理解が得られている、あるいはその働きを期

待されている状況がある、という実情を表している

という前提を考慮に入れなければならない。つま

り、この設問への回答が、全国のHIVカウンセラー

の母集団全体を必ずしも反映していない可能性を考

慮しなくてはならない。

D．考察と提言

「経験年数による違い」については、量的研究に

おいても同様で、カウンセラーとしての経験、専門

的技術、特殊性を他職種に理解してもらう重要性を

自覚し、その自覚がチーム内の動きや成熟度を適切

に評価する力量に繋がると考えられた。常勤のHIV

専任でなくても機能的に働くことは可能である。

しかし、「雇用形態による違い」においてはチー

ムの実情や雇用形態（常勤か非常勤か）に応じて、

自由記述回答の内容が質的に異なった。HIV診療チ

ーム所属のカウンセラーでは、他職種メンバーへの

サポート、チーム全体のバランスの調整やマネジメ

ント、またチームメンバーの隙間を埋める対応を心

掛ける意見が目立った。また、複数カウンセラーが

いる職場ではカウンセラー間のケース検討、相互支

援を重視する意見もあった。一方、チームに所属し

ていない、もしくはアクセスできない場合は、カン

ファレンス参加やカルテ記載など、チームにアクセ

スする機会を利用して、心理職の立場を伝えること

が課題として言及されていた。チーム参加の有無の

違いは研修参加の目的においても表れており、チー
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ムが十分機能しているカウンセラーは、自己研鑽を

目的として研修に参加し、チーム医療に非参加のカ

ウンセラーは自己研鑽に加えて「モチベーション維

持の為」という参加動機があった。その背景には雇

用条件の違いからHIV診療に携わる機会そのものが

限定されている現実があると考えられた。

以上より、常勤カウンセラーの場合であっても所

属機関におけるHIV診療体制や経験年数等の影響や

個々のばらつきがあるので一概には言えないが、少

なくとも非常勤カウンセラーの場合はチームで機能

的に働くことに物理的な難しさが生じる可能性が高

い。

研修前後の変化が見られなかった理由としては、

研修会開催期間の間隔、他研修会とのブッキング、

時間的制約等、様々な要因がある。しかし、少なく

とも今回の調査で、常勤・非常勤、新人・中堅ベテ

ラン、といった、母集団の違いによって立場もニー

ズも異なる可能性があるということが示唆された。

今後は研修の対象者を明確に分けて調査を進め、研

修のあり方を検討することが重要である。

「モチベーション維持の為」という参加動機が見

受けられたということは、その分普段の臨床現場で

HIV 臨床へのモチベーションを保つことが難しい

（研修で学んだ内容を即活かせる場がない）という

現状があるということに等しい。全国的にもHIVを

専門領域として活動するカウンセラー自体が限られ

ているが、HIV 医療の均てん化という視点から見

て、より多くのカウンセラーがHIV領域でのカウン

セラーの働き方について情報を得るための研修を、

今後も継続して行っていく意味は大きいと考えられ

る。その為には、HIVと深い関連があって尚且つ他

領域カウンセラーにとっても重要なテーマである内

容を、今後の研修テーマに盛り込んでいくことが必

要と考えられる。この度の研修会は、他の領域でも

使える「チーム連携」を研修テーマとした。非常勤

勤務の参加者が多かった（全体の47%）のは、その

影響もあるかもしれない。例えば、スクールカウン

セラーは非常勤の勤務形態でありながら、関連機関

内外の連携を積極的に行っていく力が求められる

等、他領域でありながら「チーム連携」というテー

マが重要であるという点ではHIVカウンセラーと共

通していると考えられる。また、平成27年度2月の

「糖尿病」というテーマは医療機関で働く心理士と

して共通であり、平成28年度9月の「セクシュアリ

ティの多様性」については思春期の性的発達が重要

なトピックとなり得る教育・福祉機関等、医療保健

領域以外の機関で働く心理士にとっても有用な示唆

が得られる機会であった。平成28年度12月「薬害

エイズ」のテーマでは、被害者の心の傷と、生涯に

わたる支援について、関わるスタッフ一人一人が

様々な角度から取り組み、かつ患者さんを中心とし

た医療チームで共通の目標に向けて取り組むことの

大切さを学ぶ貴重な機会となったはずである。今後

も、貴重な事例を含むこの度の様な研修を、なるべ

く多くのカウンセラーに、なるべく多くの多職種に

向けて、継続的に実施し参加を募っていくことで、

HIV医療の均てん化とHIVカウンセラーのより一層

の活躍を促していくことが重要である。

研究5　薬害被害者に対する長期療養についての

聞き取り調査

A．研究目的

薬害被害者が長期的な療養生活について、どのよ

うな態度を示しているのかを調べ、長期的展望を阻

害する要因について調べる。

B．方法

問題がセンシティブであり、一律の質問紙や構造

化された面接調査には馴染まないと考えた。信頼関

係が構築されている薬害被害者に対して、長期療養

対策を考える上での聞き取りをさせてほしい旨を口

頭で同意を得、高齢化後の生活、難しい場合は10-

20年後の生活について、イメージを尋ねた。

C．結果

本年度は23名を加え、全体で50名の薬害被害者

からの聞き取りが終了した。長期的なことを考えて

いる者が4割、考えていない・考えられないといっ

た回答は6割となった。

長期的展望について考えている者の特徴を見る

と、大きく2つに大別される。一つは予後や将来の

生活について、比較的楽観的な姿勢を持っており、

自分も健常者同様の高齢者の年齢になれると考え

て、ぼんやりと生活設計を考えている者が4割（全

体の16%）であった。残り6割（全体の24%）は不

安を訴え、それについて考えている者で、不安の内

容は関節状態の悪化、医療や年金制度への心配、有

HIV感染症の医療体制の整備に関する研究
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効な薬剤、介護などである。当初、長期的展望を考

える者については妻子がいる、同胞がいるなどの状

況が関わると予想したが、既婚未婚については同数

で差がないことが判明した。同胞数はあり12、なし

6、不明2と同胞がいる者が一人っ子の倍となった。

長期的展望を考えていない、考えられない者の 6

名 2 割（全体の 12%）は楽観的で何とかなると自ら

心配すること止めた者であるが、それ以外では仕事

が忙しい、見たくないといった理由で回避している

者 8 名 27%（全体の 16%）、将来が悪くなるので考え

ないと悲観した者が 10 名 33%（全体の 20%）、考え

てもどうにもできないと無力感にとらわれた者が 5

名 17%（全体の 10%）、考えると怒りが湧くので考え

た者も 1 名 3%（全体の 1%）となった。

この群においては同胞の有無は同数で、考えない

ことに同胞数の差はないことが分かったが、独身者

数は既婚者の倍になっていた。

D．考察

長期的な展望を考えられる者には楽観している者

と不安を感じている者がいることが分かった。適切

な情報を与え、将来について検討課題を具体的に提

示することは、有効な手段と言える。特に多忙を口

実に回避的な態度を示している者には情報提供は重

要と思われる。ただし、長期的な展望について考え

ない者の半分か悲観的や無力的姿勢が背景となって

いることを考えると、情報提供の内容が不用意に悲

観や無力感を増悪させる結果になったり、逆に回避

的姿勢を助長したりしないように配慮する必要があ

る。また、状況的には同胞がいる方が楽観的になり

やすく、悲観的、無力的にならないためにはパート

ナーがいた方がよいことがわかる。

F．健康危険情報

特になし　

G．研究発表

1.  論文発表
1)   小松賢亮,小島賢一: HIV感染者のメンタルヘル

ス−近年の研究動向と心理的支援のエッセン
ス−．日本エイズ学会誌 第 18 巻 3 号:183-195,
2016．

2.  学会発表
1)   中川雄真、小島賢一．小松賢亮, 渡邊愛祈, 石田

陽子, 松岡亜由子: HIV領域にて活動するカウン
セラーのチーム医療に対する意識調査．日本エ
イズ学会、2016年、鹿児島

2)   小島賢一, 日笠聡, 桒原健, 関根祐介:抗HIV療法
と服薬支援のための基礎的調査−抗HIV薬の薬
剤変更状況調査(2016), 日本エイズ学会、2016
年、鹿児島

3)   日笠聡, 関根祐介,桒原健, 小島賢一:抗HIV療法と
服薬支援のための基礎的調査−治療開始時の抗
HIV 薬処方動向調査(2016), 日本エイズ学会、
2016年、鹿児島

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む）

1. 特許取得

なし

2．実用新案登録

なし

3．その他

なし
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表1　聞き取りの概観



A．研究目的

AIDS 指標疾患などの HIV に関連する病態の他

に、加齢に伴う疾患もHIV感染者の予後には多大な

影響を及ぼす。しかしながら、日本のHIV感染者の

合併症については単施設からの報告が散見されるの

みであった。我々は本邦のHIV感染者の多施設コー

ホート研究を行い、合併症や内服治療と年齢との関

係を検討した。

B．研究方法

Medical Data Vision Co., Ltd.（ MDV; Tokyo,

Japan）による270病院のデータベースを用い、横断

的後ろ向き観察研究を行った。データベースには

105万名の2016年9月現在の患者情報が含まれてい

た。患者は2010年1月から2015年12月までの期間

に抗HIV薬の投与を受けた18歳以上のHIV感染者

を解析した。HIV 感染症や合併症の有無は ICD-10

コードを元に決定した。最終の受診日を基準にし

て、年齢を6グループに分類した（18-29, 30-39, 40-

49, 50-59, 60-69, ≧70）。患者の性別、合併症の数や

種類、ARTとその他の内服薬、悪性腫瘍の有無とそ

の種類について記述的に調査した。192の病院に、

計3155 名のHIV感染症の受診があり、そのうち抗

HIV薬を投与されていたのが1455名であった。

C．研究成果

対象 HIV 感染者の年齢の平均値（標準偏差）は

47.0（12.7）歳、90.4%が男性であった。年齢分布

は下記の通りである。
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日本のHIV感染者の合併症について、詳細な解析は発表されていない。我々は多施設

コーホート研究により合併症や内服治療と年齢との関係を検討した。270病院の105

万名の患者データから、抗HIV薬を投与されていた1455名を抽出し解析を行った。

患者年齢が上がるごとに合併症の数の上昇が認められ、特に糖尿病、高血圧、脂質異

常症の3疾患が多かった。8.0%に悪性腫瘍を認め、そのうちHIV関連悪性腫瘍が

60%を占めた。

高齢化するHIV感染者の長期管理において生活習慣病が重要であることが明らかにな

った。また、本研究から得られた合併悪性腫瘍のデータは、今後の診療に重要な指針

になると考えられた。

研究要旨

東京都内のHIV医療体制整備
（HIV感染者の加齢に伴う合併症の解析）

研究分担者     内藤 俊夫
順天堂大学　医学部　総合診療科　教授
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981名の感染者に、延べ1961の合併症が認められ

た。年齢が上がるごとに、合併症の数の上昇が認め

られた。60歳以上の感染者の60%以上に、2つ以上

の合併症が認められた。

多くの合併症では、年齢が上がるとともに有病率

が上昇していた。高齢者では、糖尿病、高血圧、脂

質異常症の3疾患が上位を占めた。

116名（8.0%）に悪性腫瘍を認めた。HIV関連悪

性腫瘍はその60%であった。
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D．考察

HIV 感染者の長期管理において、糖尿病、高血

圧、脂質異常症などの生活習慣病が重要であること

が示された。HIV診療医はこれらの生活習慣病の診

療に関する正しい知識を持つ必要がある。今後、生

活習慣病の管理に注力することにより、更なる予後

改善が見込まれる可能性がある。

本邦のHIV感染者においても、非ホジキン悪性リ

ンパ腫が最も多い合併悪性疾患であった。また、日

本人には比較的少ないと言われていたカポジ肉腫

も、一定数の患者がいることが明らかになった。非

HIV関連悪性腫瘍は多岐に渡っており、これらの結

果を元に、HIV感染者のがん検診計画を検討する必

要がある。

現在、非HIV感染者のデータを解析中であり、本

データと比較することにより、加齢によってHIV感

染者が受ける影響をさらに詳しく検討できると考え

ている。

E．結論

本研究により、日本のHIV感染者の合併症の状況

が明らかになり、高齢化するHIV感染者の長期管理

において着目すべき問題が明らかになった。合併す

る悪性腫瘍の割合が示されたことにより、今後備え

るべき診療体制の指針となるであろう。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表

1．論文発表

欧文
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Isonuma H, Naito T. Jpn J Infect Dis. 2016;69
(1):33-8.
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Bonfim I, Fan CK. Afr Health Sci. 2016;16(3):690-
697.
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BMJ Open. 2016;6(7):e010527. 
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Intern Med. 2016;55(10):1407.
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Juntendo Medical Journal. 2016;3:224-227.

和文
1)   HIV感染症の早期発見. 内藤俊夫. 日本医事新報.

2016;4836:1.

2．学会発表
1)   Prevalence of chronic disease comorbidities and

treatments in Japanese HIV infected adults between
2010 and 2016- a cross sectional study. Ruzicka D,
Imai K, Takahashi K, Naito T. The 30th Annual
Meeting of the Japanese Society for AIDS Research.
2016年11月27日
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を及ぼす因子の解析」. 福島真一、乾啓洋、堀
賢、内藤俊夫. 第13回日本病院総合診療医学会
学術総会　2016年9月16日

3)   総合診療科で診断された 急性期 HIV、EBV、
CMV、デングウイルス感染症の検査値比較. 福
井早矢人、上原由紀、福井由希子、内藤俊夫. 第
13回日本病院総合診療医学会学術総会　2016年
9月17日
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1．特許取得
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2．実用新案登録

なし

3．その他

なし

92



【研修の背景】

平成23年2月14日から25日までに東京都福祉局

健康安全部感染症対策課が行った都内469医療機関

（診療所271、病院151、エイズ診療協力病院47）

に対するアンケート調査（「透析を必要とするHIV

陽性者の受け入れに関する調査」）結果によれば、

透析医療従事者がHIV陽性透析患者受け入れを躊躇

する主たる懸念は、以下の5点であった。

① HIV陽性患者専用の透析ベッドが必要か？

② 透析中の患者急変時の拠点病院などによるバッ

クアップ体制は？

③ 医療者、他患者への水平感染リスクは？

④ HIV透析患者への対応手順（マニュアル）はあ

るのか？

⑤ 医療スタッフの拒否、風評被害がでるのでは？

従って、今後増加が予想されるHIV陽性維持透析

患者の一般透析クリニック等による円滑な受け入れ

を促すためには、上記の疑問を軽減、解決するため

の研修が必要と判断した。

A．研修・教育の対象および機会設定の目的

透析医療に従事する医師、看護師、臨床工学技士

およびHIV診療に係る医師、看護師を対象にする。

透析学会、透析関連研究会、感染症関連研究会など

多くの関係者が集合する機会を利用して講演会を企

画し、HIVについて十分な理解を促し、透析を必要

とするHIV陽性者の受け入れを円滑にすることを目

的とする。

B．研究方法

既存のガイドライン類（インターネット無料入手

可能）、演者により作成されたpptスライドなどを

用いた講義形式。

C．研究結果

100-200 人の聴衆に講義＋質疑＋討論形式で行

い、終了後理解度についてアンケートを実施した結

果、十分な理解を得られた。

D．考察

上記①-⑤についての懸念、その他の質問の多く

に対する回答は、すでに日本透析医会、透析医学会

が策定したガイドラインに記載されている内容であ

った。多くの透析従事者はその存在を知らず、また

知っていても通読していないことが判明した。今後

は、機会あるごとに地道にガイドラインの宣伝活動

を行う必要がある。このことにより、HIV陽性透析

患者の受け入れに対する拒否反応を徐々に軽減でき
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HIV陽性患者の中に末期腎不全患者数が漸増しつつある。しかし、偏見を背景に、HIV

陽性透析患者は、市中の透析クリニックから透析治療を拒否されることが多い。した

がって、末期腎不全に至ったHIV患者が、混乱なく居住近隣地域の透析クリニックで

の維持透析治療に移行できる医療体制の整備が必要である。地域状況、HIV陽性腎不

全患者数に応じたブロック拠点病院と透析医療機関（クリニックを含む）、地域行政

との連携を構築する。

研究要旨

透析医、HIV診療医の連携による全国透析受診HIV陽性者数の
現況把握と整備体制の検討
（包括ネットワークー透析領域ー）

研究分担者     安藤　稔
東京都立府中療育センター　副院長



ると考える。

E．結論

一般透析クリニックによる患者受け入れをスムー

スにするため、今後もガイドラインの存在と内容を

透析従事者に伝達すべく啓蒙活動を続ける必要があ

る。

F．健康危険情報

なし

G．研究発表
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2016

学会発表など
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ASN Kidney Week 2016: November 16-20, 2016,
Chicago, USA

2)   Masaki Hara, Naoki Yanagisawa, Minoru Ando.
Decline of estimated glomerular filtration rate is a
risk of poor outcome for HIV-infected patients. The
33rd World Congress of Internal Medicine: August
20-23, 2016, Bali, Indonesia

国内
1)   安藤稔　HIV感染患者におけるCKDと透析療法

第61回日本透析医学会学術集会（ランチョンセ
ミナー）：6月10-12日、2016年、大阪

2)   安藤稔　HIV感染患者に対する透析医療の基本
東葛クリニック定例研修会：7月5日、2016年、
千葉

3)   安藤稔　HIV感染患者におけるCKDと透析療法
第21回埼玉HIV感染症研究会：1月30日、2017
年、埼玉
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